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はじめに 

 
筑波大学では、土砂災害などの自然災害から被害の防止・軽減を図るため、また高度な

専門制を有する技術者を養成することを目的に、大学院生命環境科学研究科の環境科学専

攻（博士前期課程）及び持続環境学専攻（博士後期課程）に、平成 22 年度より財団法人（現 
一般財団法人）砂防フロンティア整備推進機構からの奨学寄附金を受け環境防災学講座を

設置するとともに、履修カリキュラムとしての「環境防災学プログラム」を開設しました。 
筑波大学は、全国に先駆け 1977 年に、環境問題に関する高度実務者養成を目的とした、

我が国最初の大学院修士課程である環境科学研究科を設立し、以来多数の修了生を、産学

官界に輩出しています。また、筑波大学大学院生命環境科学研究科では、複雑な自然環境

とその変化のメカニズム、自然との共生のあり方について、フィールドサイエンスの立場

から理学・農学・工学・人文科学・社会科学・医学などの個別知を集合し学際的な研究・

教育を行っています。環境防災学講座では、このような環境系の専攻科目の基礎の上に、

主に社会人入学者を想定し、多様な内容及び講師による授業科目を開設しています。 
平成 27 年度においては、専門科目として 10 の授業科目を開設し、講座専任教員のほか、

国土交通省、国土技術政策総合研究所、(国研)土木研究所、（一財）砂防フロンティア整備

推進機構をはじめとし、ＮＰＯ法人、民間会社の幹部・研究員等の非常勤講師による、環

境防災に係わる幅広い分野にわたる講義を行いました。平成 27 年度は講座設置の 6 年目に

あたり，博士前期課程 7 名及び博士後期課程 2 名の教育・研究指導を行いました。このう

ち平成 28 年 3 月に博士前期課程の 5 名が修了しました。また、環境防災セミナー、砂防学

と地形学の連携に関するシンポジウムの開催、環境防災学ワークショップ－環境防災の課

題と今後を考える－、海外の大学からの留学生の受入れなど幅広い活動を行いました。こ

うした環境防災学講座の平成 27 年度の活動を年報としてとりまとめました。 
環境防災学講座の運営にあたり、ご支援いただきました関係各位にあらためて深く感謝

申し上げますとともに、今後とも、ご支援を賜りますようお願い申し上げます。 
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筑波大学大学院 生命環境科学研究科 
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担当教授  西本 晴男 
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１．講座運営 
1.1 講座の活動 
(1) 設立の背景  

21 世紀は「環境の時代」であるとともに「災害の時代」でもある。特にわが国では地球

温暖化に伴う短時間降水量の大幅な増加、局所的豪雨の発生の頻繁化とそれに伴う土砂災

害や洪水災害の増加が懸念されている。実際、近年、降雨記録が大幅に更新され土砂災害

なども増加する傾向にある。環境防災学講座は、このような豪雨、豪雪、さらには火山噴

火などに伴う急激な流域環境変化とそれに伴う土砂災害などの環境問題やそれらに対する

対策を総合的に扱う領域として、平成 22 年 4 月に筑波大学大学院生命科学研究科環境科学

専攻（博士前期課程）および持続環境学専攻（博士後期課程）に設置された。 
この環境防災学講座は、財団法人（現 一般財団法人）砂防フロンティア整備推進機構の

寄附金により設置され、環境防災に関わる高度な専門技術者の育成にあたっている。寄附

金は、講座の運営の他、教育研究活動に使用する研究棟の整備に使用されている。寄附講

座の設置期間は、当初平成 22～26 年度の 5 年間となっていたが、引き続き平成 27 年度よ

り 3 年間延長することとなっている。 
 

(2) 環境防災プログラム 
環境防災プログラムは、環境防災に関わる科学技術に加え、環境防災に関する調査対策

技術から政策論、法令論、国際関係まで幅広い範囲にわたる知識・技術力を有し、土砂災

害や洪水災害などの自然災害から、自然環境と人間生活との関わりの中で安全・安心を確

保するための課題解決能力と独創性を有する高度な専門技術者の育成のための履修カリキ

ュラムであり，環境防災学講座が中心となって運営されている。 
平成 22・23 年度は、環境防災関係の授業科目として 11 科目を開講した。平成 24～26

年度は、環境防災関係の授業科目として 10 科目を開講した。平成 27 年度は 10 科目を開講

し、必修１科目と選択必修 1 科目は常勤教員が担当し、他の 8 科目は非常勤講師が担当し

た。 
 
(3) 組織  

環境防災学講座は、環境科学専攻（博士前期課程）および持続環境学専攻（博士後期課

程）に設けられている。平成 27 年度は、専任の教授 1 名、准教授１名がその運営に当たっ

ている。寄附講座の運営にかかる事項については、専攻内の教員から構成される「寄附講

座環境防災運営委員会」で審議した後に、専攻内で開催される「環境系専攻教員会議」に

諮られている。 
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筑波大学

生命環境科学研究科

（博士後期課程）

持続環境学専攻

環境防災学講座

大学院学群

（博士前期課程）

環境科学専攻

環境防災学講座
 

環境防災学講座組織図 
1.2 講座の活動 
◇平成 22 年度 

平成 22 年 4 月 1 日  寄附講座開設 
平成 22 年 4 月 1 日  准教授（石井）着任 
平成 22 年 4 月 16 日   教授（西本）着任 
平成 22 年 5 月 18 日   環境防災プログラムキックオフ・フォーラム開催 
平成 22 年 7 月 13 日   環境防災学講演会開催（砂防会館） 
平成 22 年 9 月 29 日   環境防災研究棟建築工事着工、安全祈願祭 
平成 23 年 2 月 21 日   インドネシア国ガジャマダ大学と国際学術交流協定を締結 
平成 23 年 3 月 17 日   環境防災研究棟完成 

◇平成 23 年度 
  平成 23 年 7 月 6 日    環境防災研究棟披露式 
◇平成 24 年度 
  平成 24 年 4 月 1 日    准教授（水野）着任 
  平成 25 年 3 月 31 日   石井准教授 退任 
◇平成 25 年度 
  平成 25 年 10 月 1 日   インドネシア UGM3 名短期留学生受入（6 ヵ月） 
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◇平成 26 年度 
  平成 26 年 4 月 22 日 砂防学と地形学の連携に関するシンポジウム開催 
  平成 26 年 10 月 1 日 インドネシア UGM1 名（6 ヵ月）1 名（1 年）短期留学生受入 
  平成 27 年 3 月 11 日 －環境防災の課題と今後を考える－環境防災学ワークショップ

開催 
  平成 27 年 3 月 30 日   水野准教授 退任   
◇平成 27 年度 
  平成 27 年 4 月 1 日   准教授（秋山） 着任   

平成 27 年 6 月 22 日～25 日  第６回国際土石流災害防止会議の開催を主導 
 

土砂災害をもたらす土砂移動現象とその対策の知識・技術について、体系
的に理解するための全体的視点を重視する姿勢（「砂防的総合知」）を学び
、実践的な課題解決能力を習得

砂防施設機能
評価技術

土石流シミュレ
ーション技術

施設設計技術

リモセン解析技術

砂防的総合知

個々の技術は社内等
のOJTでスキルアップ

「砂防的総合知」は
環境防災学講座で
習得

体系的・全体的視点

フィールドを重視した
実践的カリキュラム

・流域環境の視点

・計画・設計思想

・施工技術体系

・維持管理思想

・政策・行政の視点

・人文・社会学的アプ
ローチの視点 等

－主として砂防に携わる社会人を対象に
砂防のスペシャリストとしてのキャリアアップを目指すー

等
高い技術
力の獲得

環境防災学講座の理念

環境科学の
知識

研究能力
（修論）

学官産の多彩な講師
による授業とフィールド
重視の実践実習
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環境防災プログラムの概要 
 
 

環境防災学プログラムの概要

環境科学 
専攻 
（博士前期 
課程） 

受入れ学生：環境防災に係る技術者（社会人），留学生，一般学生 

高度な専門 
性の技術者 
の育成 
修士（環境科学） 

実務型・学究
型研究者の
育成
博士（環境学） 

○特別演習 ○環境学実践実習

環境防災学プログラム

寄附講座担 
当教員他 

環境科学専攻共通科目

○ 必修科目（2 科目）

環境防災学，フィールド環境防災学

○ 選択必修科目（8 科目）
多彩な講師陣による政策論，法令論，計画論，

施設論，管理論，国際論 などの講義

○ 環境学実践実習科目群
国内外のフィールドにおける実習

環境防災学プログラム

プログラムによる環境防災系技術者のキャリア・アップ 
－フィールド研究力・実践的解決力・国際性の重点的強化－

学
際
基
礎 

学
際
深
化 

関連科目（他専攻） 

持続環境学

専攻 
（博士後期
課程） 
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(1)専任教員等 
教   授 西本晴男 （平成 22 年 4 月 16 日～） 
准 教 授 秋山一弥 （平成 27 年 4 月 1 日～） 

 事務補佐員 小笠原初実（平成 26 年 4 月 1 日～） 
 事務補佐員 黒澤円香（平成 27 年 4 月 1 日～） 
（土石流会議担当）  
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(2) 寄附講座環境防災運営委員会 
寄附講座環境防災運営委員会の構成と、審議内容は、以下に記載したとおりである。 

 
①構成 

委員長 西本晴男 生命環境科学研究科 教授 
委 員  

辻村真貴 生命環境科学研究科 教授 持続環境学専攻長 
宮本邦明 生命環境科学研究科 教授 
堀田紀文 生命環境科学研究科 准教授 
秋山一弥 生命環境科学研究科 准教授 
 

②開催日 
平成 27 年 5 月 18 日（月）14：00～15：00 
議題： 

1. 寄付講座「環境防災学」事後評価結果について 
2. 平成 22 年度～26 年度環境防災学講座活動について 
3. 平成 27 年度環境防災学講座事業計画書 
4. 平成 27 年度中期実践実習等一覧  

 
平成 28 年 2 月 4 日（木）10：00～11：00 
 議題： 
    1. 平成 28 年度授業計画 
    2. 平成 27 年度環境防災プログラム修了認定 
    3. 奨学寄付金 
    4. 平成 27 年度 環境防災学講座活動報告（案） 
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(3) 環境系専攻教育会議 
環境防災学講座の運営に関して審議及び報告を行った主な項目は、以下に記載するとお

りである。 
・平成 27 年 4 月 15 日(水)  14：00～16：00 
 議題：寄附講座「環境防災学」事後評価結果について 
・平成 27 年 5 月 20 日(水)  16：00～18：00 
 議題：平成 26 年度環境防災寄付講座活動報告・平成 27 年度同活動方針について 
    環境防災プログラムの登録者について 
・平成 27 年 6 月 17 日（水） 14：00～15：30 

  議題：研究指導委員会・評価専門委員会の設置と評価 
・平成 27 年 7 月 15 日（水） 14:00～16:00 

議題：国際土石流災害防止会議の開催について 
研究指導委員会・評価専門委員会の設置と評価 

・平成 27 年 11 月 18 日（水） 14：15～15：30 
  議題：研究指導委員会・評価専門委員会の設置と評価 
・平成 27 年 12 月 9 日（水） 15：30～17：00 

  議題：研究指導委員会・評価専門委員会の設置と評価 
・平成 28 年 1 月 20 日（水） 14：00～15：30 

  議題：平成 28 年度非常勤講師の任用について 
環境科学実践実習Ⅲの報告書 

 ・平成 28 年 2 月 10 日（水）14：00～15:30 
  議題：平成 27 年度環境防災プログラム修了証授与予定者について 
 
1.3 施設 

 
環境防災学講座の平成 27 年度の教育研究活動には、以下の施設が使用された。 
教授室        環境防災研究棟 102 号室 
准教授室       環境防災研究棟 101 号室 
事務室        環境防災研究棟 103 号室 
准教授室       環境防災研究棟 104 号室 
院生室        環境防災研究棟 201 号室 
講師控室       環境防災研究棟 202 号室 
講義室        環境防災研究棟 203 号室 
解析室        環境防災研究棟 301 号室 
サーバー室      環境防災研究棟 302 号室 
共同研究室      環境防災研究棟 303 号室 
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２．平成 27 年度の主要活動 
2.1 平成 27 年度主要活動一覧 
 講義・実習 環境防災セミナ

ー等 
その他 

4 月 
・春学期講義開始（4 科目） 
・集中講義(1 科目)4 月 10
日～6 月 12 日 

  

5 月  
・第１回環境防災
セミナー（5 月 11
日） 

・砂防学会研究発表会参加（5 月
20 日～21 日，西本，秋山，照沼，
江藤，阿部，神保，大賀，劉，Risqi）

6 月  

・第 6 回国際土石
流災害防止会議
（DFHM6），つ
くば国際会議場
（6 月 22 日～27
日）運営 

・山形県『砂防ボランティア全国
のつどい』『土砂災害防止「全国
の集い」参加（6 月 3 日～4 日，
秋山，劉） 
 

7 月 

・集中講義（2 科目） 
・実践実習：神保啓 
 ㈱加藤組：7 月 27 日～8
月 7 日 

・実践実習：江藤稚佳子 
大日本土木㈱：7 月 27
日～8 月 7 日 

・実践実習：阿部拓実 
鹿島建設㈱：7 月 27 日
～8 月 7 日 

・実践実習：吉田吉高 
ダイチ㈱：7 月 27 日～8
月 7 日 

・実践実習：孫敏 
㈱神戸製鋼所：7 月 27
日～8 月 7 日 

・第２回環境防災
セミナー（7 月 24
日） 
 
・第３回環境防災
セミナー（7 月 24
日） 

・大和川（亀の瀬地すべり）・六甲
砂防フィールド調査（7 月 2 日～
3 日，西本，神保，江藤，阿部，
劉，Risqi） 
・福井県フィールド調査（7 月 7
日～9 日，西本，吉田，孫） 

8 月  
・環境防災ワーク
ショップ（8 月 3
日）筑波大学 

・北海道砂防フィールド調査（8
月 24 日～27 日，秋山，阿部，吉
田，孫，Risqi） 

9 月 ・秋学期講義開始（3 科目）  
・フランス・イタリア・スイス・
オーストリア現地調査（9 月 6 日
～20 日，西本，吉田） 

10 月   
・砂防学会シンポジウム参加（10
月 16 日，西本，阿部，江藤，吉
田，孫） 

11 月   
・湯沢砂防管内（新潟県・長野県）
フィールド調査（11 月 26 日～27
日，西本，阿部、劉、吉田、孫）

12 月  

・第 4 回環境防災
セミナー（12 月
11 日） 
・第 5・6 回環境
防災セミナー（12
月 18 日） 

・神奈川県丹沢地域（足柄上郡山
北町）砂防フィールド調査（12
月 10 日，西本，阿部、吉田） 
・富士川砂防（早川）フィールド
調査（12 月 17 日，西本，吉田）

─ 8 ─
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※平成 23 年度から 5 ヶ年にわたり、学生のフィールド調査の受け入れに協力していただい

た日光産業（(株)）に研究科長から感謝状を贈った。 
 
2.2 教育活動 
2.2.1 環境防災プログラム 

環境科学専攻、持続環境学専攻では、複雑な自然環境とその変化のメカニズム、自然と

の共生のあり方について、フィールドサイエンスの立場から理学・農学・工学・人文科学・

社会科学・医学などの個別知を集合し学際的な研究・教育がなされている。環境防災プロ

グラムでは、環境防災学講座が中心となって運営し，このような環境系両専攻の基礎の上

に独自のカリキュラムを用意している。特に、これらの科目群は寄附講座を主体に構成さ

れており、環境防災に係わる専門家による調査技術、対策技術から政策論、法令論まで幅

広い範囲にわたり基礎から応用上の課題と解決手法に至るまで学際的・実践的な講義が計

画され、また、実践的な研究指導を受けることができる。 
 
(1)環境防災プログラムの履修方法 
1) 環境科学専攻（博士前期課程） 
①プログラムの履修方法 
 ○専攻共通必修科目          … 計１８単位 
 ○環境防災プログラム必修科目     … ８単位以上 
  ・環境防災学            … ２単位 
  ・フィールド環境防災学       … ２単位 
  ・環境科学実践実習科目群（注１）  … ４単位以上 
     注１ 環境防災に関連する実習先で実習を行うことが必要 

1 月    

2 月   

・富士砂防管内フィールド調査（2
月 16 日～17 日，西本，阿部，吉
田） 
・三宅島フィールド調査（2 月 21
日～23 日，秋山，阿部，江藤，
大賀，劉，吉田，孫） 
・三重県いなべ市・愛知県フィー
ルド調査（2 月 22 日～24 日，西
本） 
・広島県フィールド調査（2 月 28
日～3 月 1 日，西本，阿部，江藤，
大賀，劉，吉田，孫） 
・神奈川県丹沢地域（大又沢）砂
防フィールド調査（3 月 2 日，西
本，阿部、吉田） 

3 月  
・MSD ワークシ
ョップ（3 月 7 日
～9 日） 

・インドネシア砂防フィールド調
査（3 月 13 日～17 日，西本，阿
部，江藤，吉田） 

─ 9 ─
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 ○環境防災プログラム選択必修科目   … ４単位以上 
                    （９単位以上履修することが望ましい） 
②修了要件 
  ・３０単位以上履修し、修士論文の審査および最終試験に合格すること。 
  ・４０単位以上履修することが望まれる。 
2) 持続環境学専攻（博士後期課程） 
①プログラムの履修方法 
○専攻必修科目              … ３単位 
  ・持続環境学特別演習Ⅰ 
  ・持続環境学特別演習Ⅱ 
  ・持続環境学特別演習Ⅲ 
 ○環境防災プログラム必修科目      … ４単位 
  ・環境学実践実習科目群（注２）    … ４単位以上 
     注２ 環境防災に関連する実習先で実習を行うことが必要 
  ・持続環境学フォーラム 
 
②修了要件 
  ・履修方法に従い７単位以上修得し、博士論文の審査および最終試験に合格すること。 

─ 10 ─
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(2)開設授業科目 
平成 26 年度は、環境防災プログラムとして、必修 2 科目、選択必修 8 科目を開講した。

各授業科目名と担当教員、時間割、シラバスは、以下に記載するとおりである。 

 

 科目番号 授業科目名 単

位

開講

学期
曜時限 教室 担当教員 

必

修 
 

01AD501 環境防災学 2 春 火 3, 4 203 西本 晴男 

01AD502 フィールド環境防災学 2 秋 金 1, 2 203 

石井 靖雄 

井上 公夫 
桜井 亘 
國友 優 
石田 孝司 
水野 秀明 

選

択

必

修 

01AD517 環境防災計画論Ⅰ 1 春 月 3 203 

藤澤 和範 
桜井 亘 
水野 秀明 
内田 太郎 
藤村 直樹 

01AD522 環境防災施設論Ⅱ 1 春 月 4 203 

牧野 裕至 
田村 公平 
綿貫 明 
安齋 徳夫 
荻原 弘 

01AD512 環境防災危機管理論 1 春 金 5 203 秋山 一弥 
水野 秀明 

01AD520 地域環境防災基本論 1 秋 金 3 203 
森 俊勇 
竹田 宜人 
北 俊夫 

01AD521 地域環境防災実践論 1 秋 金 4 203 

三木 洋一 
中村 浩之 
内山 均志 

藤平 大 
原田 照美 
坪田 浩昭 
掛野 大輔 

01AD518 国際環境防災論 1 春 7 月 23 日

7 月 24 日
203 

下田 義文 
大井 英臣 
石黒 久  

01AD515 環境防災政策論 1 春 4 月 10～
6 月 12 日

203 酒谷 幸彦 
大野 宏之 

01AD516 環境防災高度技術論 1 春 7 月 16 日

7 月 17 日
203 

小川 紀一朗

林 正之 
伊藤 道夫 
星野 和彦 
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2015.12.09

学
期

科目名 年次 概　要
担当教員又は
とりまとめ講師

月 日 授業内容

4 14 総論
4 21 日本の国土・社会と防災対策
4 28 近年の環境変化と災害動向
5 12 環境変化をふまえた防災対策
5 19 山地荒廃と土砂生産作用
5 26 マスムーブメント
6 2 流域における土砂移動、山地水文
6 9 渓流安定化と山腹緑化
6 16 森林影響論
6 23 気候変動と環境防災
4 10 大規模土砂災害危機管理に関する総論 秋山　一弥 筑波大学
4 17 大規模土砂災害発生事例 秋山　一弥 筑波大学
4 24 天然ダムの決壊過程・決壊時流量解析技術 （水野　秀明） 土研
5 1 天然ダム越流決壊時の氾濫予測 （水野　秀明） 土研
5 15 土砂災害緊急情報 秋山　一弥 筑波大学
5 22 土石流氾濫計算 （水野　秀明） 土研
5 29 大規模土砂災害発生時の応急対策 秋山　一弥 筑波大学
6 5 深層崩壊の発生機構と危険箇所抽出法 秋山　一弥 筑波大学
6 12 土砂災害発生時の現場マスコミ対応 秋山　一弥 筑波大学
6 19 土砂災害時に対する防災訓練 秋山　一弥 筑波大学
4 13 災害の視座から過去を知り、未来を考える（概論） 牧野　裕至 砂防フロンティア
4 20 危機管理と環境防災施設 牧野　裕至 砂防フロンティア
4 27 ハード対策とソフト対策　防災における環境防災施設の役割 牧野　裕至 砂防フロンティア
5 11 ふるさとをまもる 田村　公平 砂防フロンティア顧問

5 18 住民の認識・評価・意見と環境防災施設 牧野　裕至 砂防フロンティア
5 25 環境防災施設の実際　施工者の取り組み （綿貫　明） 砂防施工管理研究会

6 1 環境防災施設の実際　砂防の事務所では （安齋　徳夫） 利根川水系砂防事務所

6 8 環境防災施設の契約・品質等管理・技術開発 （萩原　弘） 関東地整技術事務所

6 15 先人に学ぶ　環境防災施設に関する書籍　より 牧野　裕至 砂防フロンティア
6 22 まとめ 牧野　裕至 砂防フロンティア
4 13 総論 （藤沢　和範） 土研
4 20 砂防計画の基本（砂防の枠組み） （藤沢　和範） 土研
4 27 国土保全の砂防 （桜井　亘） 国総研
5 11 水系砂防調査計画 内田　太郎 国総研
5 18 水系砂防被害推定手法 内田　太郎 国総研
5 25 土石流・流木対策調査、計画 （藤村　直樹） 土研
6 1 土石流概論 （水野　秀明） 土研
6 8 土石流・流木対策設計 （藤村　直樹） 土研
6 15 砂防事業評価 （桜井　亘） 国総研
6 22 まとめ （藤沢　和範） 土研
4 10 砂防行政総論（砂防部長）

4 17 砂防４法令及び関連法令、執行体制

4 24 事業執行の流れ（中長期計画・予算編成・事業評価）

5 15 砂防事業（計画と施設配置）の事例

5 22 土砂災害による被害軽減のための関係省庁との連携

5 29 大規模土砂災害に対する施策・取り組み

6 5 自然環境保全に対する施策･取り組み

6 12 近年の社会状況に対応した施策・取り組み

世界の自然災害の発生状況と防災分野における国際協調

IPCC 第5次報告書に基づく気候変動と防災
防災世界会議（2015.3仙台）採択Post2015アクションプラン

SDGSと防災

ネパールの自然・文化と防災（仮題）

7
17
pm

環境防災施設の維持管理技術（仮題） 星野　和彦 砂防フロンティア

10 2 総論（近年の土砂災害） 石井　靖雄 土研
10 9 災害調査・緊急点検 藤沢　和範 土研
10 16 地すべり調査 石井　靖雄 土研
10 23 地すべり対策 石井　靖雄 土研
10 30 微地形判読 井上　公夫 砂防フロンティア
11 13 急傾斜地崩壊調査・対策、雪崩調査・対策 石田　孝司 土研
11 20 天然ダム対策 桜井　亘 国総研
12 4 土砂災害警戒情報・基準雨量 國友　優 国総研

12 11
現場の計測技術（土石流等検知センサー、大規模土砂移動検知システム、火山灰堆積

厚、天然ダム水位、など）
水野　秀明 土研

12 18 まとめ 石井　靖雄 土研
10 2 総論①防災の視点から見た中山間地の実態 森　俊勇 砂防フロンティア
10 9 総論②自然災害への対応 森　俊勇 砂防フロンティア
10 16 土砂災害の発生と砂防関係施策の推移 森　俊勇 砂防フロンティア
10 23 土砂災害に対するマスコミの取り上げ方と課題 森　俊勇 砂防フロンティア
10 30 土砂災害に関する情報 森　俊勇 砂防フロンティア
11 13 地域防災力の向上に向けて 森　俊勇 砂防フロンティア
11 20 リスクコミュニケーション（１） (竹田　宜人) 横浜国立大学・製品評価技術基盤機構

12 4 リスクコミュニケーション（２） (竹田　宜人) 横浜国立大学・製品評価技術基盤機構

12 11 防災教育の現状と課題 北　俊夫 国士舘大教授
12 18 今後の防災教育の方向性 北　俊夫 国士舘大教授
10 2 総論 三木　洋一 応用地質
10 9 基礎調査における区域設定の考え方Ⅰ 三木　洋一 応用地質
10 16 基礎調査における区域設定の考え方Ⅱ （中村　浩之） 東京農工大名誉教授

10 23 基礎調査における区域設定の考え方Ⅲ （中村　浩之） 東京農工大名誉教授

10 30 土砂災害防止法に基づく土地利用規制等 （内山　均志） 砂防フロンティア
11 13 土砂災害防止法とまちづくり 藤平　大 土研
11 20 住民主役の土砂災害警戒避難 原田　照美 広島市自主防災

12 4 土砂災害防止法への取り組み (坪田　浩昭) 長野県建設部砂防課

12 11 住民との合意形成 (掛野　大輔) 長野県小県郡長和町

12 18 課題研究（土砂災害防止法への取り組み） 三木　洋一 応用地質

平成２７年度環境防災学講座・授業科目の概要/授業内容（案）

春
学
期

環
境
防
災
学

（
火

曜

日

３

・

４

時

限

）

1

豪雨，地震，火山噴火などに伴う土砂災害、洪水災
害などの特徴と防災対策・政策について、そのバッ
クグラウンドたる自然環境、社会環境の歴史的変
遷過程をふまえつつ講述するとともに、気候変動、
人口減少社会など将来動向をにらんだ今後の防災
対策のあり方について述べ、環境防災学としての
視点と課題，解決法などについて考える。

西本　晴男 西本　晴男 筑波大学

環
境
防
災
危
機
管
理

論

（
金
曜
日
２
時

限

）
1

集中豪雨や地震による山腹崩壊、地すべりによる
天然ダムの形成などの大規模土砂災害への対応
についての講義。大規模土砂災害の発生直後から
の危機管理（緊急調査、情報、機関連携、警戒避
難体制、応急対策）に加えて、平常時における防災
訓練の考え方について講述する。

秋山　一弥

環
境
防
災
施
設
論
Ⅱ

（
月
曜
日
４
時
限

）

1.2

自然災害であっても原因は自然の営みによるものだけ
でなく人間活動の結果として 引き起こされる場合が多
い。災害発生のメカニズムと災害復旧の手だてのみな
らず災害予防からも 社会経済的側面を含めて明らかに
し、環境防災施設のプランニング・マネージメントの体系
化と指導者の育成をめざす講義。これら環境防災施設
を設置するにあたり必要となる、基本的理念、歴史、法
律、入札・契約、現場での施工、出来型・品質管理等に

ついて、具体の事例を示しながら講述する。

牧野　裕至

環
境
防
災
計
画
論
Ⅰ

（
月
曜
日
３
時
限

）

1.2

地球温暖化による気候変動にともなう降雨量の増
加、強度の増大が予測されるなど、自然環境の変
化が防災上懸念されている。環境防災を効率的か
つ効果的に実施するため、最新の各種調査計画設
計基準やガイドラインの考え方について講述し、今
後の調査計画設計について講究する。

内田　太郎

国
際
環
境
防
災
論

（
集
中
講
義

）

1

環境防災分野の海外技術協力経験者による講義.
開発途上国の発展のためには災害に強い国づくり
が基本であり,各々の国の社会情勢にあった防災技
術移転のあり方,継続的な人材育成のあり方などに
ついて、気候変動等の中長期的動向ををふまえつ
つ、国際的視点から防災のあり方について講述す
る。

下田　義文

7
23
pm

（大井　英臣）
国際砂防協会

7
23
am

砂防国際協力現場における計画・設計・施工・技術指
導の事例（メラピ火山噴火対策、バワカレン山大崩壊対
策、アンボン島天然ダム対策）

下田　義文
八千代エンジニ

アリング

環
境
防
災
高
度
技
術
論

（
集
中
講
義

）

1

地震や火山噴火により大規模な土砂災害の発生が予
測される場合あるいは発生した場合に、状況が時々
刻々と変化していく中で急迫している危険を回避するた
めに必要となる情報を、航測、リモセン技術などによっ
て被害が想定される区域・時期などを明らかにするため
の緊急調査・解析技術について講述する.また、世界的
な歴史的砂防施設の維持管理と世界遺産登録に向け
た技術論的思想について講述する。

　
小川　紀一朗

7
17
am

リモートセンシング技術と防災分野への活用 （伊藤　道夫） ＪＡＸＡ

7
24

ａｍ
石黒　久

丸新志鷹ネパール

支店

アジア航測

フ

ィ
ー

ル

ド

環

境

防

災

学

（
金

曜

日

１

・

２

時

限

）

1

豪雨，地震，火山噴火などに伴う環境災害に対し、
総合的な対策を検討するために必要な観点、基本
的な調査・解析のための技術から、計画策定、実
施に至るまでの諸プロセスで検討しなければならな
い項目や観点、評価技術などについて具体的な
フィールドを例にあげつつ講述し、総合力としての
環境防災技術について考察する。

　
石井　靖雄

立山砂防の世界遺産に向けた取り組み 林　正之
富山県土木部
長

7
16
pm

毎年全国で頻発する土砂災害から住民の生命を守
るため、土砂災害防止法に基づき「土砂災害（特
別）警戒区域」の指定が各都道府県で進められて
いる。講義では、まず土砂災害防止法の概要及び
区域設定の考え方について述べ、次に大雨時の警
戒避難に係わる情報・体制、災害に強いまちづくり、
住民主役の防災、土地利用規制などのあり方につ
いて事例を紹介しながら講述する。

三木　洋一

7
16
am

航測技術と砂防分野への活用（仮題） 小川　紀一朗

秋
学
期

地方自治体の首長や幹部職員及びその経験者、
並びに学識経験者による講義。都市化、過疎化、
市町村合併、少子高齢化、土地利用など社会環境
の変化により地域が抱える環境防災の課題を踏ま
えて、地方自治体の環境防災への取り組みの現状
と今後の方向について述べると共に、防災情報、防
災教育、住民啓発、ＮＰＯ活動など地域防災力を高
めるために欠くことのできない施策の考え方につい
て具体的事例を紹介しながら講述する。

森　俊勇

地
域
環
境
防
災
実
践
論

（
金
曜
日
４
時
限

）

1

注：①赤字はセミナー形式で実施。

環
境
防
災
政
策
論

（
集
中
講
義

）

1

国土交通省の行政官による講義。日本は自然・社
会条件から、年間約1000件の土砂災害が発生して
おり、環境防災が重要な課題である。まず、環境防
災の関係法令、行政組織と予算について述べ、次
に環境防災の主要施策、省庁連携、施設計画、事
業効果などについて、環境防災行政を担っている
立場から講述する。

酒谷　幸彦 酒谷　幸彦 国交省砂防部

地
域
環
境
防
災
基
本
論

（
金
曜
日
３
時
限

）

1

─ 12 ─
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Ⅱ
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(3)開設授業科目のシラバス 
 
01AD501 環境防災学  

春学期： 火曜日３，４時限 １・２年次対象（２単位） 
教員： 西本晴男  

  
１．授業概要  
 
豪雨，地震，火山噴火などに伴う土砂災害、洪水災害などの特徴と防災対策・政策につ

いて、そのバックグラウンドたる自然環境、社会環境の歴史的変遷過程をふまえつつ講述

するとともに、気候変動、人口減少社会など将来動向をにらんだ今後の防災対策のあり方

について述べ、環境防災学としての視点と課題，解決法などについて考える。 
 
２．授業内容  
第１週  総論 
第２週  日本の国土・社会と防災対策 
第３週  近年の環境変化と災害動向 
第４週  環境変化をふまえた防災対策 
第５週  山地荒廃と土砂生産作用 
第６週  マスムーブメント 
第７週  流域における土砂移動、山地水文 
第８週  渓流安定化と山腹緑化 
第９週  森林影響論 
第１０週 気候変動と環境防災 
 
３．参考書  
環境防災学 （授業時に配布）  
そのほか、必要に応じ資料を配布する 

 
４．備考  
１）成績は出席とレポートの結果で評価する。 
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01AD502 フィールド環境防災学  
秋学期： 金曜日１，２時限 １・２年次対象（２単位） 

教員：石井靖雄，井上公夫，桜井亘，國友優，石田孝司，水野秀明 
 
１．授業概要  
 豪雨，地震，火山噴火などに伴う環境災害に対し、総合的な対策を検討するために必要

な観点、基本的な調査・解析のための技術から、計画策定、実施に至るまでの諸プロセス

で検討しなければならない項目や観点、評価技術などについて具体的なフィールドを例に

あげつつ講述し、総合力としての環境防災技術について考察する。 
 
２．授業内容  
第１週 総論（近年の土砂災害） 
第２週  災害調査、緊急点検 
第３週 地すべり調査 
第４週 地すべり対策 
第５週 微地形判読 
第６週 急傾斜地崩壊調査・対策、雪崩調査・対策 
第７週 天然ダム対策 
第８週 土砂災害警戒情報・基準雨量 
第９週 現場の計測技術（土石流等検知センサー、大規模土砂移動検知システム、火

山灰堆積厚、天然ダム水位、など） 
第１０週 まとめ 
 
３．参考書  
授業中に紹介する。 
 
４．備考  
特になし。 
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01AD517 環境防災計画論Ⅰ  
春学期： 月曜日 3 時限 １年次・２年次対象（１単位） 

教員：内田太郎，藤澤和範，桜井亘，水野 秀明，藤村直樹 
 
１．授業概要  
 地球温暖化による気候変動にともなう降雨量の増加、強度の増大が予測されるなど、自

然環境の変化が防災上懸念されている。環境防災を効率的かつ効果的に実施するため、最

新の各種調査計画設計基準やガイドラインの考え方について講述し、今後の調査計画設計

について講究する。 
 
２．授業内容  
第１週  総論 

第２週  砂防計画の基本（砂防の枠組み） 

第３週  国土保全の砂防 

第４週  水系砂防調査計画 

第５週  水系砂防被害推定手法 

第６週  土石流概論 

第７週  土石流・流木対策調査、計画 

第８週  土石流・流木対策設計 

第９週  砂防事業評価 

第１０週 まとめ 

 

３．参考書  
必要に応じ資料を配布する。 
参考書，参考文献は講義で示す。 

 
４．備考  
成績は、出席状況と課題レポートの結果で評価する。 
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01AD522 環境防災施設論Ⅱ 
春学期： 月曜日 4 時限  １年次・２年次対象（１単位） 
教員： 牧野裕至，田村公平，綿貫明，安齋徳夫，荻原弘 

  
１．授業概要 
自然災害であっても原因は自然の営みによるものだけでなく人間活動の結果として 引

き起こされる場合が多い。災害発生のメカニズムと災害復旧の手だてのみならず災害予防

からも 社会経済的側面を含めて明らかにし、環境防災施設のプランニング・マネージメン

トの体系化と指導者の育成をめざす講義。これら環境防災施設を設置するにあたり必要と

なる、基本的理念、歴史、法律、入札・契約、現場での施工、出来型・品質管理等につい

て、具体の事例を示しながら講述する。 
 
２．授業内容  
第１週  災害の視座から過去を知り、未来を考える（概論） 
第２週  危機管理と環境防災施設 
第３週  ハード対策とソフト対策 防災における環境防災施設の役割 
第４週  ふるさとをまもる 
第５週  住民の認識・評価・意見と環境防災施設 
第６週  環境防災施設の実際 施工者の取り組み 
第７週  環境防災施設の実際 砂防の事務所では 
第８週  環境防災施設の契約・品質等管理・技術開発 
第９週  先人に学ぶ 環境防災施設に関する書籍 より 
第１０週 まとめ 
 
３．参考書  
必要に応じ資料を配布する。 
参考書，参考文献は講義で示す。 

 
４．備考  
成績は、出席状況と課題レポートの結果で評価する。 
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01AD512 環境防災危機管理論  
春学期： 金曜日 5 時限 １年次・２年次対象（１単位） 

教員：秋山一弥，水野秀明 
 
１．授業概要  
集中豪雨や地震による山腹崩壊、地すべりによる天然ダムの形成などの大規模土砂災害

への対応についての講義。大規模土砂災害の発生直後からの危機管理（緊急調査、情報、

機関連携、警戒避難体制、応急対策）に加えて、平常時における防災訓練の考え方につい

て講述する。 
 
２．授業内容  
第１週  大規模土砂災害危機管理に関する総論 
第２週  大規模土砂災害発生事例 
第３週  天然ダムの決壊過程・決壊時流量解析技術 
第４週  天然ダム越流決壊時の氾濫予測 
第５週  土砂災害緊急情報 
第６週  土石流氾濫計算 
第７週  大規模土砂災害発生時の応急対策 
第８週  深層崩壊の発生機構と危険箇所抽出法 
第９週  土砂災害発生時の現場マスコミ対応 
第１０週 土砂災害時に対する防災訓練第１週  流域の荒廃と山腹工 
 
３．参考書  
必要に応じ資料を配布する。 
参考書，参考文献は講義で示す。 
 

４．備考  
成績は、出席状況と課題レポートの結果で評価する。 
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01AD520 地域環境防災基本論 
秋学期： 金曜日３時限 １年次・２年次対象（１単位） 

教員：森俊勇，竹田宜人，北俊夫 
 
１．授業概要  
  地方自治体の首長や幹部職員及びその経験者、並びに学識経験者による講義。都市化、

過疎化、市町村合併、少子高齢化、土地利用など社会環境の変化により地域が抱える環境

防災の課題を踏まえて、地方自治体の環境防災への取り組みの現状と今後の方向について

述べると共に、防災情報、防災教育、住民啓発、ＮＰＯ活動など地域防災力を高めるため

に欠くことのできない施策の考え方について具体的事例を紹介しながら講述する。 
 
２．授業内容  
第１週  総論①防災の視点から見た中山間地の実態②自然災害への対応 
第２週  土砂災害の発生と砂防関係施策の推移 
第３週  土砂災害に対するマスコミの取り上げ方と課題 
第４週  大規模土砂災害の発生と危機管理 
第５週  土砂災害に関する情報 
第６週  地域防災力の向上に向けて 
第７週  リスクコミュニケーション（１） 
第８週  リスクコミュニケーション（２） 
第９週  防災教育の現状と課題 
第１０週 今後の防災教育の方向性 
 
３．参考書  
 必要に応じ資料を配布する 
 参考書，参考文献は講義で示す。 
 
４．備考  
成績は、出席状況と課題レポートの結果で評価する。 
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01AD521 地域環境防災実践論 
秋学期： 金曜日４時限  １年次・２年次対象（１単位） 

教員：三木洋一，中村浩之，内山均志，藤平大，原田照美，坪田浩昭，掛野大輔 
 
１．授業概要  
   毎年全国で頻発する土砂災害から住民の生命を守るため、土砂災害防止法に基づき「土

砂災害（特別）警戒区域」の指定が各都道府県で進められている。講義では、まず土砂災

害防止法の概要及び区域設定の考え方について述べ、次に大雨時の警戒避難に係わる情

報・体制、災害に強いまちづくり、住民主役の防災、土地利用規制などのあり方について

事例を紹介しながら講述する。 
 
２．授業内容  
第１週  総論 
第２週  基礎調査における区域設定の考え方Ⅰ 
第３週  基礎調査における区域設定の考え方Ⅱ 
第４週  基礎調査における区域設定の考え方Ⅲ 
第５週  土砂災害防止法に基づく土地利用規制等 
第６週  土砂災害防止法とまちづくり 
第７週  住民主役の土砂災害警戒避難 
第８週  土砂災害防止法への取り組み 
第９週  住民との合意形成 
第 10 週 課題研究（土砂災害防止法への取り組み） 
 
３．参考書  
 必要に応じ資料を配布する。 
 参考書，参考文献は講義で示す。 
 
４．備考  
成績は、出席状況と課題レポートの結果で評価する。 
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01AD518 国際環境防災論  
春学期： 集中講義 １年次・２年次対象（１単位） 

教員：下田義文，石黒久，大井秀臣 
 

１．授業概要  
環境防災分野の海外技術協力経験者による講義。開発途上国の発展のためには災害に

強い国づくりが基本であり,各々の国の社会情勢にあった防災技術移転のあり方,継続的

な人材育成のあり方などについて、気候変動等の中長期的動向をふまえつつ、国際的視

点から防災のあり方について講述する。 
 
２．授業内容  
第１回  世界の自然災害の発生状況と防災分野における国際協調 

第２回  IPCC 第 5 次報告書に基づく気候変動と防災 

第３回  防災世界会議（2015.3 仙台）採択 Post2015 アクションプラン 

第４回  SDGS と防災 

第５回  砂防国際協力現場における計画・設計・施工・技術指導の事例（メラピ火山噴

火対策、バワカレン山大崩壊対策、アンボン島天然ダム対策） 

第６回  ネパールの自然・文化と防災（仮題） 

 
３．参考書  
必要に応じ資料を配布する。 
参考書，参考文献は講義で示す。 

 
４．備考  
成績は、出席状況と課題レポートの結果で評価する。 
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01AD516 環境防災高度技術論 
春学期：集中講義 1 年次・２年次対象（１単位） 

教員：小川紀一朗，林正之，伊藤道夫 
 
１．授業概要  
 地震や火山噴火により大規模な土砂災害の発生が予測される場合あるは発生した場合に、

状況が時々刻々と変化していく中で急迫している危険を回避するために必要となる情報を、

航測、リモセン技術などによって被害が想定される区域・時期などを明らかにするための

緊急調査・解析技術について講述する.また、世界的な歴史的砂防施設の維持管理と世界遺

産登録に向けた技術論的思想について講述する。環境防災危機管理論を受講していること

がのぞましい。 
 
２．授業内容  
第１回  立山砂防の世界遺産に向けた取り組み（仮題） 
第２回  リモートセンシング技術と砂防分野への活用技術（仮題） 
第３回  航測技術と砂防分野への活用（仮題） 
第４回  環境防災施設の維持管理技術（仮題） 
 
３．参考書  
必要に応じ資料を配布する。 
参考書，参考文献は講義で示す。 

 
４．備考  
成績は、出席状況と課題レポートの結果で評価する。 
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01AD514 環境防災政策論  
春学期：集中講義 1 年次・２年次対象（１単位） 

教員：酒谷幸彦, 大野宏之 
  
１．授業概要  
国土交通省の行政官による講義。日本は自然・社会条件から、年間約 1000 件の土砂災害

が発生しており、環境防災が重要な課題である。まず、環境防災の関係法令、行政組織と

予算について述べ、次に環境防災の主要施策、省庁連携、施設計画、事業効果などについ

て、環境防災行政を担っている立場から講述する。 
 

２．授業内容  
第１回  砂防行政総論（砂防部長） 
第２回  砂防行政の目指すもの 
第３回  事業執行の流れ（中長期計画・予算編成・事業評価） 
第４回  砂防事業（計画と施設配置）の事例 
第５回  土砂災害による被害軽減のための関係省庁との連携 
第６回  大規模土砂災害に対する施策・取り組み 
第７回  自然環境保全に対する施策･取り組み 
第８回  近年の社会状況に対応した施策・取り組み 
 
３．参考書  
必要に応じ資料を配布する。 
参考書，参考文献は講義で示す。 

 
４．備考  

成績は、出席状況と課題レポートの結果で評価する。 
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 (4)選択必修科目の講師一覧 
 
01AD517 環境防災計画論Ⅰ                  教員：内田 太郎ほか  

 

月日 講師 内容 備考 

４

月 

13 日 
藤澤 和範（（国研）土木研究所

土砂管理研究グループ長） 
総論 
 

 

20 日 藤澤 和範 
砂防計画の基本（砂防の枠

組み） 
 

 27 日 
桜井 亘（国土技術政策総合研究

所土砂災害研究部砂防研究室

長） 

国土保全の砂防  

５

月 

11 日 
内田 太郎（国土技術政策総合研

究所土砂災害研究部砂防研究室

主任研究官） 

水系砂防調査計画 
 

18 日 内田 太郎 水系砂防被害推定法  

25 日 
藤村直樹（（国研）土木研究所土

砂管理研究グループ火山・土石

流チーム主任研究員 

土石流・流木対策調査、計

画  

６

月 

1 日 
水野 秀明（（国研）土木研究所

土砂管理研究グループ火山・土

石流チーム上席研究員 

土石流概論 
 

8 日 藤村 直樹 土石流・流木対策設計  
15 日 桜井 亘 砂防事業評価  
22 日 藤澤 和範 まとめ  
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01AD522 環境防災施設論Ⅱ                 教員： 牧野 裕至ほか 

 

月日 講師 内容 備考 

４ 
月 

13 日 牧野 裕至（（一財）砂防フロン

ティア整備推進機構総括研究

員） 

災害の視座から過去を知

り、未来を考える（概論）  

20 日 牧野 裕至 危機管理と環境防災施設  

 
 

27 日 牧野 裕至 ハード対策とソフト対策 

防災における環境防災施設

の役割 
 

５

月 

11 日 田村 公平（（一財）砂防フロン

ティア整備推進機構顧問） 
ふるさとをまもる 

 

18 日 牧野 裕至 住民の認識・評価・意見と

環境防災施設 
 

25 日 綿貫 明（砂防施工管理研究会） 環境防災施設の実際 施工

者の取り組み 
 

６ 
月 

1 日 安齋 徳夫（国土交通省関東地方

整備局利根川水系砂防事務所

副所長） 

環境防災施設の実際 砂防

の事務所では  

8 日 萩原 弘（国土交通省関東地方整

備局関東技術事務所総括技術情

報管理官） 

環境防災施設の契約・品質

等管理・技術開発  

15 日 牧野裕至 先人に学ぶ  環境防災施設

に関する書籍 より 
 

22 日 牧野裕至 まとめ  
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01AD512 環境防災危機管理論                  教員：秋山 一弥ほか 

 

月日 講師 内容 備考 

４ 
月 

10 日 秋山 一弥（筑波大学准教授） 
大規模土砂災害危機管理に

関する総論 
 

17 日 秋山 一弥  大規模土砂災害発生事例  

24 日 
水野 秀明（（国研）土木研究所

土砂管理研究グループ 上席研

究員）  

天然ダムの決壊過程・決壊

時流量解析技術  

５ 
月 

1 日 
水野 秀明 天然ダム越流決壊時の氾濫

予測 
 

15 日 秋山 一弥 土砂災害緊急情報  
22 日 水野 秀明  土石流氾濫計算  

 29 日 
秋山 一弥  大規模土砂災害発生時の応

急対策 
 

６

月 

5 日 
秋山 一弥  深層崩壊の発生機構と危険

箇所抽出法 
 

12 日 
秋山 一弥  土砂災害発生時の現場マス

コミ対応 
 

19 日 秋山 一弥  
土砂災害時に対する防災訓

練 
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01AD520 地域環境防災基本論                 教員： 森 俊勇ほか 

 

月日 講師 内容 備考 

10 
月 

2 日 
森 俊勇（（一財)砂防フロンティ

ア整備推進機構理事長） 
総論①防災の視点から見た

中山間地の実態 
 

9 日 森 俊勇 総論②自然災害への対応  

16 日 森 俊勇 
土砂災害の発生と砂防関係

施策の推移 
 

23 日 森 俊勇 
土砂災害に対するマスコミ

の取り上げ方と課題 
 

30 日 森 俊勇 土砂災害に関する情報  

 13 日 森 俊勇 地域防災力の向上に向けて  

11 
月 
 

20 日 

竹田 宜人（独立行政法人製品評

価技術基盤機構調査官・横浜国

立大学環境情報学府客員准教

授） 

リスクコミュニケーション

（１） 
 

12
月 

4 日 竹田 宜人 
リスクコミュニケーション

（２） 
 

11 日 
北俊夫（国士舘大学体育学部こ

どもスポーツ教育学科教授） 

防災教育の現状と課題-自然

災害防止教育の観点から－ 
環境防災 

セミナー 

19 日 北 俊夫 
今後の防災教育の方向性－

自然災害防止教育の教材と

実践－ 

環境防災 

セミナー 
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01AD521 地域環境防災実践論                 教員：三木 洋一ほか  

 

月日 講師 内容 備考 

10 
月 

2 日 三木 洋一（応用地質㈱エンジニ

アリング本部技師長） 
総論  

9 日 
三木 洋一 

基礎調査における区域設定

の考え方Ⅰ 
 

16 日 
 

中村 浩之（東京農工大学名誉教

授） 
基礎調査における区域設定

の考え方Ⅱ 
 

23 日 
 

中村 浩之 
基礎調査における区域設定

の考え方Ⅲ 
 

30 日 
 

内山 均志（(一財)砂防フロンテ

ィア整備推進機構研究第一部次

長） 

土砂災害防止法に基づく土

地利用規制等 
 

11
月 

13 日 藤平 大（（国研）土木研究所土

砂管理研究グループ総括主任研

究員） 

土砂災害防止法とまちづく

り 
 

21 日 原田 照美（広島市自主防災連合

会顧問） 
住民主役の土砂災害警戒避

難 

環境防災 

セミナー 

12
月 

5 日 坪田 浩昭（長野県建設部砂防課

課長補佐兼調査管理係長） 
土砂災害防止法への取り組

み 
 

12 日 掛野 大輔（長野県小県郡長和町

総務課主査） 
住民との合意形成  

19 日 
三木 洋一 

課題研究（土砂災害防止法

への取り組み） 
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01AD518 国際環境防災論                   教員：下田 義文ほか 

 

月日 講師 内容 備考 

７ 
月 

23 日 

下田義文（八千代エンジニアリ

ング（株）相談役） 

砂防国際協力現場における

計画・設計・施工・技術指

導の事例（メラピ火山噴火

対策、バワカレン山大崩壊

対策、アンボン島天然ダム

対策） 

 

大井英臣（(一社）国際砂防協会

会長） 

世界の自然災害の発生状況

と防災分野における国際協

調 
 

IPCC 第 5 次報告書に基づ

く気候変動と防災 
 

防災世界会議（2015.3 仙台）

採択 Post2015 アクション

プラン 
 

SDGS と防災  

24 日 
石黒久（丸新志鷹建設㈱ネパー

ル支店顧問） 
ネパールの自然・文化と防

災（仮題） 
環境防災セ

ミナー 
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01AD514 環境防災政策論                  教員： 酒谷 幸彦ほか 

  
 

月日 講師 内容 備考 

４ 
月 

10 日 

大野 宏之（国土交通省砂防部

長） 
酒谷 幸彦（国土交通省水管理・

国土保全局砂防部保全課砂防施

設評価分析官） 

砂防行政総論（大野宏之） 
砂防行政の目指すもの 

 

17 日 酒谷 幸彦 
砂防４法令及び関連法令、

執行体制 
 

 24 日 
酒谷 幸彦 事業執行の流れ（中長期計

画・予算編成・事業評価） 
 

 
５

月 
 

15 日 
酒谷 幸彦 砂防事業（計画と施設配置）

の事例 
 

22 日 酒谷 幸彦 土砂災害による被害軽減の

ための関係省庁との連携 
 

29 日 
酒谷 幸彦 大規模土砂災害に対する施

策・取り組み 
 

６

月 

5 日 
酒谷 幸彦 自然環境保全に対する施

策･取り組み 
 

12 日 
酒谷 幸彦 近年の社会状況に対応した

施策・取り組み 
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01AD516 環境防災高度技術論                教員：小川 紀一朗ほか  

 

月日 講師 内容 備考 

7 
月 

16 日 

小川 紀一朗 (アジア航測株式

会社代表取締役社長） 
航測技術と砂防分野への活

用 
 

伊藤 道夫（国立研究開発法人宇

宙航空研究開発機構第一宇宙技

術部門衛星利用運用センター技

術領域リーダー 

リモートセンシング術と砂

防分野への活用技術 
 

17 日 

林 正之（富山県土木部長） 
立山砂防の世界遺産に向け

た取り組み 
環境防災セ

ミナー 

星野 和彦（(一財)砂防フロンテ

ィア整備推進機構研究第二部

長） 

環境防災施設の維持管理技

術 
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 (5)履修登録者数一覧 
 

（注）上段：単位取得者数、下段： 履修登録者数 

学期 曜時限 科目名 履修登録者数 備考 

M1 M2 計 

春 
学期 

火3・4 環境防災学 28
(28)

1
(2)

29
(30)

 

月3 環境防災計画論Ⅱ 5
(5)

5
(5)

10
(10)

 

月4 環境防災施設論Ⅰ 6
(6)

5
(5)

11
(11)

 

金5 環境防災危機管理論 9
(9)

0
(0)

9
(9)

 

集中 環境防災政策論 5
(5)

0
(0)

5
(5)

4月10日（金） 
～6月12日（金）

集中 国際環境防災論 3
(3)

2
(2)

5
(5)

7月23日（木）・

24日（金） 

集中 環境防災高度技術論 4
(4)

0
(0)

4
(4)

7月16日（木）・

17日（木） 

秋 
学期 

金1・2 フィールド環境防災学 7
 (7)

1
(2)

8
(9)

 

金3 地域環境防災基本論 15
(16)

1
(1)

16
(17)

 

金4 地域環境防災実践論 6
(6)

1
(1)

6
(6)
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(6) 講座専攻院生 
平成 27 年度の環境防災学講座専攻院生は、以下のとおりである。 
博士後期課程 2 名 

 
博士前期課程 2 年 5 名 
       1 年 2 名 

 

 
2.2.2 実践実習 

環境科学専攻と持続環境学専攻では、実践能力を養うため、国内と海外でさまざまなイ

ンターンシップを行っている。環境防災学プログラムは、環境防災に関わるフィールドで

の実践実習がプログラムの履修が必修となっている。平成 27 年度は、以下のとおり、5 名

が中期実践実習を履修した。「期間」は現地における実習期間である。 
 
・環境科学実践実習Ⅱ（M2） 

 

課程 氏 名 学 年 備 考 

後期 
照沼 利浩 H23 入 社会人学生 
秋山 怜子 H24 入 社会人学生 

前期 

神保 啓 2 年 社会人学生 
江藤 稚佳子 2 年 社会人学生 
阿部 拓海 2 年 社会人学生 
劉 詩雨 2 年 留学生 

大賀 知将 2 年 一般学生 
吉田 喜高 1 年 社会人学生 
孫 敏 1 年 留学生 

氏名 実習先 実習名 期間 

神保 啓 ㈱加藤組 
砂防ソイルセメントを用いた

ダブルウォール構造砂防堰堤

工事に関する実践実習 
H27.7.27〜8.7 

江藤 稚佳子 大日本土木㈱ 
木曽川水系越百川砂防に係わ

る堰堤築造工事ならびに袖部

法面対策工に関する実践実習

H27.7.27〜8.7 

阿部 拓実 鹿島建設㈱ 
紀伊半島の河道閉塞の抜本対

策工事に関する実践実習 
H27.7.27〜8.7 
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・環境科学実践実習Ⅲ（M1） 

 
 学生を受け入れ実践実習について指導していただいた株式会社加藤組、大日本土木株式

会社、鹿島建設株式会社、株式会社ダイチ、株式会社神戸製鋼所に生命環境科学研究科長

から感謝状を贈った。 

 
 
   

吉田 喜高 ダイチ㈱ 
立山砂防管内に関わる法面

（落石）対策工事の施工に関

する実践実習 
H27.7.27〜8.7 

孫 敏 ㈱神戸製鋼所 
環境防災施設の製造・施工法

と施設効果評価に関する実践

実習 
H27.7.27〜8.7 
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2.2.3 プログラム修了生 

 
平成 28 年度のプログラム修了生は以下の 5 名であり，このうち環境防災学講座に所属し

ていた学生は阿部、江藤、大賀、神保、劉の 5 名である。プログラムの修了生には，学位

記のほかプログラム修了証が授与された。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

氏名 研究テーマ 指導教員 

阿部 拓実 
地名が示唆する土砂災害の種類と危険性に関する

研究 
西本 晴男 

江藤 稚佳子 
有限体積法における水の動きの再現に変数の設定

方法が及ぼす影響の解明 
西本 晴男 

大賀 知将 
渓流水に含まれる電解質の伝播過程の観測と移

流・拡散係数の推定 
秋山 一弥 

神保 啓 
土砂災害特別警戒区域における住宅の移転および

構造の規制に関する課題と促進策 
西本 晴男 

劉 詩雨 
日本と中国の教科書における防災学習内容の比

較分析 
秋山 一弥 
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2.2.4 その他 

 
（１） 専攻共通科目 

環境防災学講座の秋山准教授が平成 27年度に行った専攻共通科目の講義は以下のとお

りである。 
 

月 日 科目番号 授業科目名 内 容 

11 月 17 日～ 
12 月 15 日 
火曜日 3・4 限 

01AD592 

Prevention  

And Mitigation 

Of Sediment 

Disaster 

 

土砂災害の概論、土石流災害の特徴、地

すべり・がけ崩れ災害の特徴、土砂災害

のハード対策（構造物）、 大規模土砂災

害、土砂災害の対策（行政と法律、避難）、 

土砂災害のソフト対策（気象・土砂災害

警戒情報）、土砂災害のソフト対策（土地

利用規制・ハザードマップ） 
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（２）国土交通省砂防部長による特別講演及び学生との懇談会 
 
 平成 27 年 4 月 10 日(金)に、国土交通省砂防部長の大野宏之氏に 17：00 から約 1 時間「土

砂災害対策の新たな展開」と題して特別講演をしていただいた。 

 
講演の様子 

 
特別講演の前に砂防部長と環境防災学講座の院生との懇談会を 15：45から 1時間行った。 

学生からは、砂防行政の課題と今後の方向性についての具体的な質問をする等、また砂防

部長からは当講座で多くの事を学び今後の砂防技術業務に携わるにあたっての励ましの言

葉をいただき、有意義かつ貴重な懇談の場となった。 

 
懇談会の様子 
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2.3 研究活動 
2.3.1 研究発表 

平成 27 年度の環境防災学講座の常勤教員及び学生の発表論文等は、著書が 1 編、原著論

文 1 編、国際学会１編、その他 18 編であった。以下に論文のリストを記載する。 
 
(1) 著書 
1) 西本晴男：「鉄砲水」という用語の成立過程と類似現象，pp.204-218，田中隆文編著，想

定外を生まない防災科学 －すべてを背負う「知の野生化」－，古今書院，287pp.，2015.9 
 
(2) 原著論文 
1) 牧野裕至，西村直記，萬徳昌昭，石川芳治，西本晴男：三宅島の土砂災害被災地とその

周辺における住民の砂防に関する認識・意見と評価，砂防学会誌，Vol.68，No.4，pp.12-19，
2015.11 

 
(3) 国際学会 
1) Haruo NISHIMOTO, Kazumasa KURAMOTO, Takashi SEKINE AND Masayuki 

HATA: Stones-piled up protective structure constructed by owner himself of 
residence to protect his building against debris flow, whose plane shape looks like 
ship’s bow pointing toward upstream of torrent, Proceedings of the 6th International 
Conference on Debris-Flow Hazards Mitigation: Mechanics, Prediction and 
Assessment (DFHM6), p.113, 2015.6  

 
(4) その他（国内学会等） 
1)  秋山一弥：雪崩災害に関する技術支援 ～関東甲信地方における 2014 年 2 月の大雪災

害について～，建設物価，2016・2 月号，pp.10-14，2016.2 
2) 西本晴男，内田太郎：「第６回国際土石流災害防止会議」報告，砂防学会誌，Vol.68，

No.3，pp.58，2015.9 
3) 秋山一弥，松下拓樹，中村絵美：マルチコプターを用いた全層雪崩の調査，雪氷研究

大会（2015・松本）講演要旨集，p.78，2015.9 
4) 秋山一弥，和泉薫：新潟県上越地域で発生した雪崩災害の統計と特徴，雪氷研究大会

（2015・松本）講演要旨集，p.249，2015.9 
5) 西本晴男：筑波大学における社会人を対象とした砂防人材育成の取り組みについて，

砂防と治水，第 226 号，Vol.48，No.3，2015.8 
6) 秋山一弥，松下拓樹，池田慎二，桂真也，丸山清輝：2014/2015 冬期の気象・積雪と融

雪水の地中浸透，第 54 回日本地すべり学会研究発表会講演集，pp.228-229，2015.8 
7) 西村直記，西本晴男，水野秀明：避難行動に係わる降雨および濁水と見通し距離との
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関係，平成 27 年度砂防学会研究発表会概要集 A，pp.254-255，2015.5 
8) 照沼利浩，水野秀明，西本晴男：災害対応に要する時間の推定モデル，平成 27 年度砂

防学会研究発表会概要集 A，pp.246-247，2015.5 
9) 江藤稚佳子，大賀知将，水野秀明：流路工合流点における水の流れの再現計算，平成

27 年度砂防学会研究発表会概要集 A，pp.234-235，2015.5 
10) 西本晴男，中根和彦，梶昭仁：近代日本砂防確立期における欧州アルプスと日本の砂

防交流史，平成 27 年度砂防学会研究発表会概要集 A，pp.144-145，2015.5 
11) 関根敬，水野秀明，江藤稚佳子：崩壊土砂の突入に伴う段波の形成・遡上過程の解明，

平成 27 年度砂防学会研究発表会概要集 A，pp.94-95，2015.5 
12) Risqi Faris Hidayat：A Comprehensive Review of Rainfall-induced Situ Gintung 

Dam Failure in Indonesia，平成 27 年度砂防学会研究発表会概要集 A，pp.40-41，
2015.5 

13) 梶昭仁，西本晴男，中根和彦：フランス・サボア県における砂防事業の特徴，平成 27
年度砂防学会研究発表会概要集 B，pp.376-377，2015.5 

14) 大賀知将，木下篤彦，西岡恒志，水野秀明，桜井亘：表層崩壊発生流域での水質特性

に関する研究，平成 27 年度砂防学会研究発表会概要集 B，pp.356-357，2015.5 
15) 秋山一弥，桂真也，松下拓樹，池田慎二，丸山清輝：2014/2015 冬期における気象・積

雪の状況と融雪の地中浸透，平成 27 年度砂防学会研究発表会概要集 B，pp.312-313，
2015.5 

16) 西本晴男，鈴木雅一，小山内信智，執印康裕，堀田紀文：日本の近代砂防と諸戸北郎

博士，平成 27 年度砂防学会研究発表会概要集 B，pp.166-167，2015.5 
17) 西本晴男，鈴木雅一，阿部拓実：東京都水道水源林内の渓流における歴史的施設，平

成 27 年度砂防学会研究発表会概要集 B，pp.162-163，2015.5 
18) 大村さつき，三木洋一，北原哲郎，飛田健二，西本晴男，原田照美，杉田精司，奥迫

信治：住民主導の土砂災害に対するタイムライン検討事例，平成 27 年度砂防学会研究

発表会概要集 B，pp.128-129，2015.5  
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2.3.2 現地調査 

(1) 国内 

1) 平成 27 年 6 月 3日～4日：山形県 

6 月 3 日～4 日に、教員 1 名と院生 1 名が砂防ボランティアの活動状況や、土砂災害防止

に向けた取り組みを知るため、山形市の山形テルサで行われた『砂防ボランティア全国の

つどい』及び『土砂災害防止「全国の集い」』に参加した。 
  4 日の午前は『砂防ボランティア全国のつどい』に参加し、特定非営利活動法人山口県

防災・砂防ボランティア協会と日光砂防ボランティア協会の活動報告に始まり、砂防ボラ

ンティア活動等功労者の表彰式（３４名）に続いて、.斜面判定士認定証の授与式があり、

全国の砂防ボランティアの活動状況と課題について学んだ。砂防ボランティアへの期待が

高まっている一方で会員の高齢化等の課題があることを感じた。午後には『土砂災害防止

「全国の集い」』に参加した。まず、「土砂災害から命を守るために考えよう」と題したパ

ネルディスカッションがあり、NHK 解説主幹の山崎登氏をコーディネータとして、海堀正

博広島大学大学院教授、佐藤誠七山形県白鷹町長、阿部弘之山形県砂防・災害対策課長、

安久津俊之気象長山形地方気象台長をパネリスト、大野宏之国土交通省砂防部長をコメン

テーターとして迎えて活発な議論が行われた。次に特別講演として、気象予報士の三ヶ尻

知子市による「防災に役立つ天気予報活用法」と題した特別講演があり、続いて山形県大

蔵村肘折地区自治会、山形県南陽市小滝地区自主防災会としらたか木の駅実行委員会のそ

れぞれの代表者が、「活かしてほしい私たちの土砂災害体験・取り組み」と題した事例報告

があった。なお、特別展示として、会場横のＪＲ山形駅西広場において、ＵＡＶ（無人航

空機）と災害対策車両などの展示及びデモンストレーションが行われた。 
5 日は、 『土砂災害防止「全国の集い」』の現地研修会に参加した。コースは肘折方面と

蔵王方面の２つであり、今回は蔵王方面のコースに参加した。、蔵王方面のコースでは山形

県砂防・災害対策課のご協力もと、鴫の谷地の地すべり対策事業、蔵王川の火山砂防事業

の他、蔵王御釜の現地調査・見学を行った。 
 

【砂防ボランティア全国のつどい】 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

開会挨拶の様子 パネル展示 
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【土砂災害防止「全国の集い」】 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

会場にて 開始セレモニー 

蔵王川火山砂防（下ノ平堰堤） 

蔵王川火山砂防事業計画図 

蔵王川火山砂防（36～40 号床固工） 
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2) 平成 27 年 7 月 7日～9日：福井県 

   

7 月 7 日～9 日に、教員 1 名と院生 2 名が、福井県内における砂防施設調査を行い、計画

当時の設計思想や施工上の工夫点を調査するとともに、平成 10 年・16 年などの主要災害後

の復旧状況・施工後の状況を確認した。調査にあたっては、日光産業株式会社の川端様に

お世話になった。 

調査箇所を表－１および図－１に示す。 

 

表－１ 調査対象一覧表 

日程 No. 調査箇所 主な内容 

7 日 

1 飯降
い ふ り

地区 雪崩対策工 

2 赤谷川 明治期の石積堰堤、アカタン砂防ミュージアム 

3 白狐保
しょうかんぼ

川 鋼製透過型堰堤（小礫対応のリング状ネット使用）

4 岡本川 アーチ型堰堤 

8 日 

5 神宮川 函渠型流路工 

6 三ッ俣川 ダブルウォール工法による堰堤 

7 高尾川 親水区間を設置した渓流保全工 

8 金谷
かなだに

川・間谷
ま た に

川 不透過型堰堤、流木止工 

9 糠川 糠川の河川トンネル 

10 蔵作
くらつくり

川・稗苗
ひえなえ

川 ダブルウォール工法、渓流保全工、植生配置護岸

9 日 
11 梅浦川 コンクリートスリット堰堤（横桟の状況） 

12 越前海岸 急傾斜地対策 
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図－１ 調査位置図（背景図：電子国土 Web） 

・調査内容 

（１）飯降(いふり)地区 

 飯降地区での雪崩対策は予防柵工・減勢工・防護擁壁工からなる。 

 防護擁壁工は長大な構造物（L=237m）であり、上下流間を移動するための移動路が複

数確保されている。管理用通路・流路箇所のほか、動物が移動するための移動路が設

けられている。 

 防護擁壁工のコンクリート表面に行った樹脂吹付工について、現在、一部箇所で剥離

を確認することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

飯降地区位置図（背景図：奥越土木事務所管内図） 

5km

１１.梅浦川

９.糠川

２.赤谷川

N

３.白狐保川

６.三ッ俣川

１０.蔵作川・稗苗川

１.飯降地区

８.金谷川・間谷川

４.岡本川

５. 神宮川

１２.越前海岸

７.高尾川
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防護擁壁工             樹脂吹付工の剥離状況 
 
（２）赤谷川 

 赤谷川は地元で「アカタン」と呼ばれており、明治期に堰堤群が築造された。平成 16
年には登録有形文化財に指定されている。 

 管理路の一部に木材チップが敷かれている。地元のボランティアにより定期的に敷設

作業が行われているとのことである。 
 堰堤の築造に地元の人々が多数関わったことから、砂防堰堤の伝承のみならず歴史・

自然・民族文化を学べる場として「アカタン砂防エコ・ミュージアム」として整備さ

れている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

赤谷川位置図（背景図：丹南土木事務所管内図） 
 

赤谷川
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移動路における木材チップ敷設状況     松ヶ端堰堤天端右岸より撮影 

 

 
右岸より八号堰堤を望む         左岸より奥の東堰堤を望む 

 

 
登録有形文化財指定銘板           ミュージアム館内 

 
（３）白狐保川(しょうかんぼがわ)砂防堰堤 

 無害土砂を下流に流す機能を保持しつつ比較的小粒径の土石流を捕捉することを目的

に、国内では初の事例となる鋼製格子型堰堤とリング状ネットを組み合わせた構造で
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整備された。 
 φ30cm のリング状ネットを採用し、小粒径の土石流を捕捉することができる。破損リ

ングのみを取り替えることができる構造となっており、維持管理が容易である。 
 堰堤下流側では、ふとんかごを用いた渓流保全工が実施されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

白狐保川位置図（背景図：丹南土木事務所管内図） 
 

 
      下流より堰堤を望む         リング状ネットの設置状況 
 
（４）岡本川 

 アーチ型砂防ダムである岡本川砂防堰堤は、昭和 60 年に完成した。 
 堰堤のアーチは 3 心等半径アーチとなっており、高さの異なる曲率半径で設計されて

いる。 

白狐保川
堰堤
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 堰堤には取水口が 3 段にわたって設けられており、下流側での和紙製造に必要な水と

して利用されている。 

 

岡本川位置図（背景図：丹南土木事務所管内図） 

 

右岸より堰堤を望む          岡本川堰堤湛水部の取水口 

 

（５）神宮川 

 神宮川は平成 10 年の土石流被害を受けて上流側では砂防堰堤 2 基、下流側では函渠型

流路工の整備が平成 11 年度より実施された。 
 神宮川函渠の上流側では砂溜工を設け函渠内に土砂・流木が流入しないよう工夫され

ている。 
 神宮川函渠区間は大瀧神社の参道となっており、函渠とすることで道路幅員の確保を

実現できた。一方で、足下に流路が存在していることを住民に伝える目的で、側溝を

見えるように設置している。 
 神宮川函渠区間の中央部に、堆砂土砂・流木を搬出するための明かり部分と、管理用

岡本川
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作業車両が作業・転回できるスペースが設けられている。 

 

神宮川位置図（背景図：丹南土木事務所管内図） 

神宮川砂溜工              神宮川函渠上流端 

 

函渠上の道路             側溝 

 

神宮川
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岡本川との合流点         作業車両転回スペース 

 

（６）三ッ俣川 

 上流側では鋼製スリットダム、下流側ではダブルウォール工法による堰堤で整備され

ている。 

 
三ッ俣川位置図（背景図：丹南土木事務所管内図） 

 

 

上流側堰堤（右岸より望む）    上流側堰堤（下流より望む） 

岡
本
川 
→

神
宮
川 

→

三ッ俣川

岡
本
川 

→

神
宮
川 

→

岡
本
川 

→ 

神
宮
川 

→ 
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 下流側堰堤（右岸上流より望む）      下流側堰堤（下流より望む）         

 

（７）高尾川 

 高尾川では、渓流保全工が親水区間として整備されている。 

 
高尾川位置図（背景図：丹南土木事務所管内図） 

 

高尾川渓流保全工（左岸より下流を望む）  高尾川渓流保全工（右岸より上流を望む） 

高尾川
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（８）金谷
かなだに

川・間谷
ま た に

川 

 間谷川では、本堰堤に不透過型堰堤を用いており、その下流側に流木止工を配置して

いる。 

 

金谷川・間谷川位置図（背景図：丹南土木事務所管内図） 

  

 金谷川堰堤             間谷川堰堤 

 

（９）糠川 

 河川事業として、昭和 62 年に完成した事業である。 
 トンネル河川（L=414m）の上流から土砂、流木が流入しないよう 3 箇所の沈砂池整備

が行われている。 
 旧河川は福井県道 3 号福井大森河野線として整備されている。 

間谷川

金谷川
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糠川位置図（背景図：丹南土木事務所管内図） 

 
  

 
 河川トンネル吐口部         河川トンネル吞口部 

 

 

 沈砂池・落差工            河川、道路改修記念碑 

糠川

河川トンネル区間
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（10）蔵作
くらつくり

川・稗苗
ひえなえ

川 

 稗苗川 1 号堰堤はダブルウォール工法により整備されている。 
 1 号堰堤の側壁にはふとんかごが用いられおり、通常のコンクリート堰堤であれば側壁

天端部に勾配をつけるところを、ふとんかごの格子にあわせた段差となっている。 
 蔵作川の緩勾配区間では、植生を配置した護岸としている。 

 
稗苗川・蔵作川位置図（背景図：福井土木事務所管内図） 

 

 
   稗苗川 1号堰堤         稗苗川 1号堰堤右岸側壁 

   稗苗川 1号堰堤天端部の植生状況          稗苗川 1号堰堤 

蔵作川

稗苗川
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   蔵作川・稗苗川合流点          合流後護岸植生の状況 

 
（11）梅浦川 

 上流側堰堤では、コンクリートスリット部に横桟を配置している。 
 下流側堰堤は、水面部の堤冠部に間知石

け ん ち い し

を配置した 50 年以上前に整備された砂防堰堤

で採用されていた構造となっている。 

 
梅浦川位置図（背景図：丹南土木事務所管内図）

 

   上流側堰堤の横桟        堰堤付近で確認したウリボウ 

梅浦川
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      間知石の設置状況          H10 当時に被災した箇所の現況 

 
（12）越前海岸 

 越前海岸周辺では急傾斜地となっており、対策工がなされている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

越前海岸周辺位置図（背景図：丹南土木事務所管内図） 
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がけ崩れ対策工（法枠工）           背後地を望む 
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3) 平成 27 年 8 月 24 日～27 日：北海道 

 8 月 24～27 日に、教員 1 名と院生 3 名、交換留学生１名が北海道内で行われている火山

砂防事業や札内川流域で行われている直轄砂防事業について、計画、設計、施工、維持管

理状況の調査を行いました。調査にあたり，北海道開発局，北海道庁の皆様には大変お世

話になった。調査箇所を図－１に示す。 

 

 
図－１ 調査箇所位置図 

 

１．札内川流域（戸蔦別川） 

 札内川流域は帯広市・中札内村・幕別町の 3 市町村に跨り、国内有数の穀倉地帯である

十勝平野が広がる。また、札幌市と釧路市を結ぶ国道・鉄道の重要交通網が流域を横断し

ている。昭和 30 年の土砂災害を契機に、昭和 47 年度より十勝川直轄砂防事業に着手して

いる。 
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図－２ 札内川流域図（帯広開発建設部説明資料より） 

 
（１）戸蔦別川第 2号砂防堰堤建設工事 

 スリットは 5 箇所のうち 2 箇所で完成しており、未完成の 3 箇所が現在の河川流路に

係る部分である。本来であれば未完成の 3 箇所から着手したほうが流路付け替えなど

容易となるはずであるが、用地買収の問題もあって完成済の 2 箇所の水通しから着手

している。スリット部は流下する水や土砂で摩耗されやすいことから、ラバースチー

ル（ゴム＋鋼板）で保護されている。 
 北海道内では、仮囲や給熱養生を用いた冬季施工が普段から実施されているとのこと

であった。寒中コンクリートとなるため示方書には 0℃以上に関する規定があるが、現

場ではそれよりも厳しく施工時に 5℃以上保つようにしているとのことである。 
 札内川上流においては、深成岩（斑糲岩、花崗岩等）・変成岩（ホルンフェルス等）が

分布し、日高造山運動の影響を受け脆弱で土砂が生産されやすい特徴を持つ。 
 施工済区間の末端には止水板を設置しており、今後施工する堤体との隙間から水が流

出しないよう配慮されていた。 
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下流より堤体・スリットを望む        上流よりスリットを望む 

 施工済箇所の末端（止水板の設置）      現河道の状況（未施工区間） 

 

 

図－３ 戸蔦別川第 2号砂防堰堤建設工事構造図（施工状況） 

 

止水板

ラバースチール

─ 61 ─



62 
 

表－１ 堰堤諸元および H27.8 時点完成状況 

項目 計画諸元 H27.8 時点 

本堤堤長 323.5m 171.3m 

副堤堤長 316.0m 155.5m 

コンクリート量 21,300m3 11,080m3 

スリット（H=5.0m） 5 本 2 本 

本堤堤高 8.0m － 

副堤堤高 3.0m － 

 

図－４ 札内川流域地質図（国土庁土地利用図） 

 

２．十勝岳（富良野川・美瑛川） 

 十勝岳の砂防事業は、昭和 63 年の噴火を踏まえ平成元年に策定された十勝岳周辺火山泥

流対策基本計画（案）に基づいて進められている。基本計画（案）で想定する現象は噴火

に伴う融雪を誘因とする大正泥流相当の火山泥流であり、計画対象泥流総量を美瑛川 610
万 m3、富良野川 1,330 万 m3と定めており、このうち施設で捕捉できる量としては、美瑛

川 210 万 m3（H21 末時点）、富良野川 426 万 m3（H22 末時点）となっている※。美瑛川は

直轄事業として、富良野川は補助事業として行われている。 
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図－５ 十勝岳および美瑛川・富良野川位置図※ 

※十勝岳火山噴火緊急減災対策砂防計画に関する検討報告書、2010.3、 

十勝岳火山噴火緊急減災対策砂防計画検討委員会 

 
（１）富良野川３号砂防堰堤 

 当初は堤長 375m、堤高 15m、貯砂量 690,000m3の堰堤として整備され S59 竣工して

いる。後に嵩上げを実施し、現在は堤長 445m、堤高 18m、貯砂量 1,946,000m3 とな

った。 
 当初は土石流対策を目的とした堰堤であったが、嵩上げは火山泥流対策を目的に行わ

れたものである。当初は本堤、第 1 副堤で構成されていたが、平成 22 年に第 2 副堤、

垂直壁が増築されている。 
 暗渠型の透過型堰堤であり、4m×4m の暗渠が 2 基設けられており、計画洪水相当を
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流下させることが可能となっている。 

 

堰堤全景 

 

（２）富良野川２号透過型堰堤 

 堤長 917m、堤高 14.5m、効果量 590,000m3 の堰堤であり、H7 着工、H13 竣工して

いる。透過型堰堤として H27 現在堤長は国内最大の施設となっている。 
 鋼管直径は 60cm、厚さ 13～25mm となっている。 
 鋼管を流下する石礫から保護するため、平常時の流路に相当する鋼管には間伐材が周

囲に巻かれている。 

 

堰堤全景                鋼管の保護 

（３）富良野川４号底面スクリーン堰堤 

 日本に 4 基設置されている底面スクリーンダムの 1 つである。他の 3 基は焼岳（長野

県）、野尻川（鹿児島県）、大沢川（静岡県）に位置する。スクリーンにより土石流を

水と土石に分離させることで、土石流の停止を図る施設である。 
 スクリーン部に用いる鋼材は、石詰まり防止のために逆台形の形状なっている。 
 土石流第一波によりスクリーン堆積後、第二波を適切に下流へ流下することができる

よう、スクリーン側方に導流工が設置されている。 
 富良野川は強酸性であり、現地においても植生繁茂が乏しく、また鋼材の腐食が進行
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しておりコンクリートによる補修がなされていた。 
 

 堰堤全景（上流より撮影）         堰堤全景（下流より撮影） 

 

   鋼材の状況（逆台形）           堰堤側方の導流工（右岸） 
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（４）十勝岳火山砂防情報センター 

 十勝岳火山砂防情報センター（VOLGA）は 1988 年の噴火を機に、監視カメラ、各種

センサーの集中監視を行う施設として整備されている。VOLGA は白金温泉街の一時避

難場所となるほか、展示室を設け噴火史・火山砂防事業を学ぶことができるようなっ

ている。 
 VOLGA は高台に位置しており、地域住民・観光客が白金温泉街から速やかに避難でき

るよう、歩道橋（ブルーリバー橋）やシェルター付きの階段が設置されている。噴火

が発生した際には連絡到達後 5 分以内に地域住民・観光客が避難完了できることを想

定している。 
 平成 20 年代に監視室の機材更新を行っており、機材のコンパクト化を図ることができ

た。 
 夜間に泥流センサーが感知した場合には、職員の官用携帯に通知されるとのことであ

った。センサーの誤感知も多いとのことであった。 
 美瑛川に架かるブルーリバー橋は、コバルトブルーの美瑛川に白ひげの滝が見られる

名所ということで、調査当日も多くの観光客が訪れていた。 
 

 

図－６ 白金温泉街周辺空中写真 
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 VOLGA 外観              美瑛川と白ひげの滝 

 

（５）美瑛川における砂防事業 

 昭和 63 年の噴火を契機に、緊急減災事業としてブロック堰堤が整備された。 
 ブロック堰堤の上流が湛水し、この湛水池が「青い池」と呼ばれ観光地となっている。

上流の白金温泉地区で湧出しているアルミニウムを含んだ水が美瑛川の流水と混じる

ことによりコロイドが生成され、太陽光が水中のコロイド粒子と衝突し波長の短い青

い光が散乱されることで青く見えると言われている。  
 事業の過程でブロック堰堤の袖部が切り下げられることとなったが、青い池を存続さ

せるべく町から開発局へ要望を行った結果、美瑛川と青い池の間に閉切堤防を設けら

れることとなり現在でも青い池の水位が確保されている。 
 

    ブロック堰堤袖部（青い池外周）           青い池 
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  閉切堤防 

 

３．有珠山（西山川・源太川） 

（１）西山川砂防施設と災害遺構 

 西山川では 2000 年噴火で金毘羅山北西斜面の噴火口から発生した火山泥流によって、

公営浴場や公共住宅が被災するとともに、橋が流された。被災した構造物は災害遺構

として保存されている。 
 西山川には、2000 年噴火の後に火山泥流対策として、堤長 595m と堤長 437m のダブ

ルウォール（二重鋼矢板）堰堤が施工されている。ダブルウォール堰堤は、有珠山周

辺が火山噴出物からなる軟弱地盤であることや、噴火時の地殻変動に対してもある程

度の追従が可能となることや、現地発生土を有効利用できるという利点を持つ。 
 西山川上流には1977年噴火後に土石流対策として施工された鋼製自在枠堰堤とスリッ

ト堰堤がある。 
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図－７ 西山川位置図（有珠山の砂防パンフレットに加筆） 

 

 

      被災した公営浴場          約 150m 上流から流された橋 

７号砂防堰堤 

８号砂防堰堤 

１号スリット堰堤

２号砂防堰堤
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       ７号砂防堰堤              ８号砂防堰堤 

 

 

 ２号砂防堰堤            １号スリット堰堤 
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（２）西山火口散策路 

 2000 年噴火により生じた火口付近に全長 1.6km の散策路が整備されており、火山活動

による地殻変動による町道や国道の隆起や、噴石により損壊した菓子工場や、幼稚園

の遺構を見ることができた。 
 噴火湾側へ下り勾配であった町道および国道は地殻変動により約 70m 隆起したことで、

その一部が逆勾配となり、冠水している。 
 幼稚園には、噴石による穴が随所にあり、火口付近の建物内への避難の危険性を物語

っていた。緊急時には噴石から観光客の身を守るためのシェルター等が必要となる。 
 

 

図－８ 西山火口散策路位置図（国土地理院電子地図に加筆） 

 

 

  

     冠水した国道              隆起した町道 

K-B 火口

K-A 火口 
冠水した国道

西山火口散策路 

被災した幼稚園 

西山山麓火口群
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     7m 隆起したカルバート            被災した幼稚園 

 

（３）三松正夫記念館 

 三松正夫は、1943 年～1945 年の有珠山の火山活動（1944 年噴火と称されている）の

際に、昭和新山が形成される過程をスケッチおよび定点測量によって、記録しミマツ

ダイヤグラムを作成した。 
 記念館では、1944 噴火の際の資料が多数展示されていた。 
 館内撮影禁止のため、写真なし。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－９ ミマツダイヤグラムと観測方法（三松 2004※より引用） 

※火山誕生を見守り続けた郵便局長 三松正夫記念館、2004.5、三松三郎、地質ニュース 597 号、p.52-59 
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（４）源太川災害遺構 

 1977 年火山遺構公園として整備されており、1977-78 噴火の際に地殻変動により倒壊

した病院跡が保存されている。 
 地殻変動により倒壊した病院では、１階部分が潰れ、２階３階部分が残っている。 

 災害遺構の上流には 1977-78 年噴火の後に砂防堰堤が整備された。 

 この砂防堰堤は、本講座の西本教授が当時北海道庁に出向していた折に、設計、施工

を担当した施設である。 

 

 

図－10 源太川位置図（有珠山の砂防パンフレットに加筆） 

 

 

         現地の説明板              倒壊した病院 

 

図-5 の範囲 

源太川の砂防施設と 

災害遺構 
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４．樽前山（錦多峰川・覚生川） 

（１）調査位置 

 

図－11 樽前山砂防施設位置図（北海道開発局提供資料に加筆） 

 

（２）錦多峰川（にしたっぷがわ）２号遊砂地 

 平成 13 年度に工事に着手し、平成 17 年度に完成した。高さ 14。5m、直径 41m の鋼

矢板セルを 9 基設置した透過型堰堤であり、幅 5m のスリットが 4 箇所設置されてい

る。堤長は 570m、水通し幅は 329m である。 
 スリットの幅は大規模噴火を対象としているため、中～小規模噴火により発生した火

山泥流に対しては、スリット部分にブロックによる閉塞を行う。 

  

       鋼製セル堰堤            遊砂地の全景（現地説明板より） 

（２）錦多峰川２号遊砂地 （３）覚生川２号遊砂地 

（４）覚生川１号遊砂地 
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（３）覚生川（おぼっぷがわ）１号堰堤 

 堰堤高さ 14.5m、直径 22～29m のセル 13 基からなる透過型堰堤であり、幅 1.7m の

スリットを１箇所設けている。堰長は 342m、水通し幅は 181m であり、平成 27 年に

完成予定である。 
 袖部の天端には手すりが設けられており、近隣の小中学生を対象とした見学も企画・

実行されている。 

   事業概要の説明を受ける様子        袖部天端から見た堰堤の全景 

 

（４）覚生川（おぼっぷがわ）２号堰堤 

 現在施工中の堰堤．堰堤高さ 14.5m、直径 26～31m のセル 8 基からなる透過型堰堤で

あり、幅 1.7m のスリットを１箇所設けている。堰長は 235m、水通し幅は 128m の計

画である。 
 鋼矢板セルの施工方法は、円弧状に組み立てた長さ 1m の鋼矢板で壁を構築したのち、

その中を現地発生土で充填し、現地発生土に充分な転圧を行ったうえで、次の鋼矢板

を組み立てて行う。 

 

  

右岸側の完成したセルと切土法面        左岸側袖部の切土法面   
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4) 平成 27 年 11 月 26 日～27 日：新潟県・長野県 

11 月 26～27 日に、教員 1 名と院生 4 名が昭和 10 年 9 月の豪雨災害を契機として始まっ

た信濃川下流直轄砂防事業の背景や計画論を踏まえた現地施設の調査を実施した。また、

平成 16 年の新潟県中越地震で大きな被害を受け、現在も再度災害防止に向けた工事が実施

されている旧山古志村を対象として、現地調査とあわせて当時の危機管理対応の状況や地

域復興の状況について確認した。 調査にあたっては、北陸地方整備局湯沢砂防事務所の皆

様にお世話になった。  
 

 
図－１ 流域概要図（湯沢砂防事務所事業概要に追記） 
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１．大源太川・登川流域における砂防事業 

 

 
図－２ 大源太川・登川流域調査箇所図 

（１）大源太
だいげんた

川第一号砂防堰堤（堰堤番号 8） 

 昭和 10 年 9 月の暴風雨により、魚野川の各所で土砂災害が発生し、この災害を契機とし

て昭和 12 年度より直轄砂防事業が開始された。大源太第一号砂防堰堤は、昭和 13 年 5 月

着工、昭和 14 年 11 月に竣工した堤長 33m、堤高 18m のアーチ型堰堤であり、現存してい

る施設の中では国内で 2 番目に古いアーチ型堰堤である。平成 15 年には登録有形文化財に

登録され、平成 23 年には土木学会土木遺産に登録された． 
 粗石コンクリートと呼ばれる構造形式であり、堤体の表面・裏面を割石で構成し内部に

は中詰め石として付近の土石を 30%程度混入しその内部にコンクリートを充填したもので

ある。当時高価であったセメント量を減らすことができるため、当時は一般的に用いられ
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ていた。 
 昭和 39 年ごろには堤体貫入部の岩盤、堤体表面からの漏水が顕著となるほか一部岩盤の

洗掘が生じていたため、堤体補強工事が行われた。この工事により漏水はほとんどなくな

ったものの、現在は堤体上部において多量の漏水が生じているため対策が必要な状況とな

っている．また、堤体のボーリング調査を事務所は実施しており、空隙の多い低品質なコ

ンクリートが分布していることが確認されている。 
 流域には、同等の効果量を一度に確保できる堰堤の適地はなく現在の堰堤を補強する対

策となったほか、登録有形文化財・土木遺産に指定されていることから現在の堰堤の上流

側に補強堤体を設置することとなった。平成 27 年より工事着手し、平成 32 年完成予定で

ある。 
 

  
図－３ 粗石コンクリート模式図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 堤体補強模式図 

（いずれも湯沢砂防事務所資料より） 
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図－５ 補強工事の工程（湯沢砂防事務所資料より） 

 
 

 堰堤全景                 副堰堤 
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搬入路施工の様子           登録有形文化財記念碑 

 

（２）登川
のぼりかわ

流路工（床固・渓流保全工番号12） 

 登川流域では上流からの土砂流出量が大きく、根本的な治水対策が求められていた。昭

和 40 年代には安全な土地確保のための登川整備の要望が高まり、昭和 51 年度より事業着

手、平成 10 年に完成した流路工である。延長 5.85km に床固 46 基を設置。計画勾配が 1/40
～1/60 となる施設配置計画である。登川には、ヤマメ・イワナ・カジカなどの渓流魚が生

息しており、すべての床固工に魚道が設置されているほか、親水公園が 3 箇所設けられて

いる。この床固工の下流での河床洗掘（深掘れ）が進行しており、床固工の補強を行うと

ともに、全断面魚道の整備を実施している。 
 
 

 
流路工・親水公園           既設床固工の補強工事 
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３．芋川流域における砂防事業 

 平成 16 年 10 月に発生した新潟県中越地震では、芋川流域に甚大な被害を及ぼし、河道

閉塞が発生した。中でも、東竹沢・寺野地区での河道閉塞では地すべり土砂量が 100 万 m3

を超える大規模なものであった。閉塞箇所が決壊した際には、下流の竜光地区を中心に甚

大な被害が考えられるため、流域の中でも優先度が高い 11 箇所で砂防事業と 1 箇所の地す

べり対策事業の 12 箇所の緊急事業が行われた。 

 
図－１ 芋川の河床縦断図と河道閉塞 1) 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－２ 芋川流域調査箇所図 
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（１）神沢川砂防堰堤（堰堤番号203） 

芋川の支川である神沢川では、河道沿いの斜面崩壊により河道が閉塞した。今後も崩壊

土砂が下流へ流出する恐れがあり、土砂を捕捉できる施設として神沢川砂防堰堤が平成 18
年に竣工した．鋼製セル堰堤の中詰土として、東竹沢での崩壊土砂を利用している。 

 

 
施設全景（下流左岸より撮影） 

 

（２）東竹沢地区における河道閉塞 

芋川流域の大規模河道閉塞の 1 つである東竹沢の河道閉塞では、上流の木籠集落が水没

した。地すべりによる崩壊土砂量は 1,295,540m3、河道閉塞の高さは 31.5m、最大湛水量

は 2,560,500m3 に及んだ。発生時の応急活動では、越流防止を目的にポンプ排水・仮設排

水路・仮設排水管による排水活動が実施された。平成 19 年には、東竹沢 1 号・2 号砂防堰

堤（堰堤番号 213・214）が完成している。 
 
 

      旧東竹沢小学校跡           整備された砂防堰堤 2基 
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    木籠集落の水没した民家            集落を記した石碑 

（保存のための作業中） 

 
（３）寺野地区における河道閉塞 

平成 16 年新潟県中越地震では、芋川左岸での地すべりに伴う河道閉塞が発生した。地す

べりによる崩壊土砂量は 1,040,220m3、河道閉塞の高さは 31.1m、最大湛水量は 387,500m3

に及んだ。東竹沢地区と同様に、応急活動では越流防止を目的にポンプ排水・仮設排水路・

仮設排水管による排水活動が実施されたが、下流に東竹沢地区の湛水があることから河道

閉塞の水位バランスを考慮しながらの排水活動であった。 

 
寺野地区地すべり状況 

（４）東川
あずまがわ

砂防堰堤（堰堤番号202） 

平成16年新潟県中越地震では、東川の上流部でも崩壊が発生した。不安定な土砂が残っ

ており、東川の上流部での芋川流域の主要な生活道路である県道（23号柏崎高浜堀之内線

と24号栃尾山古志線を兼ねる県道）を保全するため、堤高14.8m、堤長56.7mの堰堤が平成

18年に竣工した。堰堤位置はもろい砂質となっており、ブロック積とすることで堰堤が地

形変化に追従する構造がとられた。現在、堰堤正面から見た場合に上方向に凸となる弧形

に変形している。ブロックにはビーハイブが採用され、東川砂防堰堤から6.5km離れた広神

ダム（平成23年竣工、多目的ダム）建設現場を利用してブロックの製造が行われた。 
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      堰堤全景           堰堤正面（地形変化に追従した様子） 

 
（５）やまこし復興交流館”おらたる” 
 やまこし復興交流館は、中越地震から 9 年後にあたる平成 25 年に開設された施設である．

被害を受けた時の状況や復旧・復興に向かう様子が展示されている。地形模型シアターで

は、プロジェクションマッピングを利用し山古志地域の概況、中越地震の状況など紹介し

ている。 

        写真展示             仮設住宅・集会場の再現 

         地形模型シアター（プロジェクションマッピング） 
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４．清津川・中津川流域における砂防事業 

 

 

図－３ 清津川・中津川流域調査箇所図 
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（１）七ツ釜下流砂防堰堤（堰堤番号175） 

 平成 7 年 4 月下旬、雪解け水により七ツ釜の最上流部にある一番滝の右岸が高さ 30m、

幅 100m にわたり崩壊した。すべての釜が土砂により埋没し、下流への土石流災害が懸念

されたため、七ツ釜下流砂防堰堤が平成 8 年着工、平成 9 年竣工された．堤高 14.5m、堤

長 31.3m の重力式不透過型堰堤である。 
全国でも稀にみる自然景観であり、昭和 12 年には名勝天然記念物「七ツ釜」として指定

されており、堰堤整備にあたっては擬岩ブロックを使用して堰堤と周辺の景観が馴染むよ

う配慮されている。 
 

 
一番滝（崩壊前）2)           一番滝（右岸崩壊後）2) 

  
下流より堰堤を望む          右岸崩壊によりできた平地 

（２）上結東
かみけっとう

砂防堰堤（堰堤番号28） 

 中津川は中流部に苗場山などの火山を抱えた荒廃河川であり、不安定土砂が流域に存在

する。中流部に比較的大きな堰堤を設置することで、上流域からの土砂流出を抑制する。

上結東砂防堰堤は、昭和 31 年着工、昭和 36 年竣工の堤高 33m、堤長 101m のアーチ式砂

防堰堤である。水通しが 3 段となっているのが特徴である。 
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      左岸より堰堤を望む         左岸水通しの一部破損状況 

 
（３）中津川上流第1号砂防堰堤（堰堤番号260） 

 中津川流域内には崩壊地が多数存在し、不安定土砂が河床に堆積しており、過去にも昭

和 56 年 8 月台風 15 号、平成 25 年 9 月台風 18 号により被害が発生した。下流沿川地域の

保全を目的に砂防堰堤 2 基および渓流保全工の整備を行っており、このうちのひとつが第 1
号堰堤である。 
計画のコンクリート打設量が 3 万 m3であり、平成 24 年～平成 26 年の 3 年間で 1.3 万

m3の打設が完了している。 

 
堰堤施工の状況 

 

（４）上野原砂防堰堤（堰堤番号131） 

 栃川流域は苗場山の火山噴出物で覆われており、急峻な地形であることから中津川に土

砂を多く流出している。このため、栃川下流に上野原砂防堰堤を整備し、平成 6 年に竣工

した．重力式コンクリートスリットである。 
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堰堤全景 

 
（５）小赤沢堰堤群 

中津川の右支川である小赤沢川は流域面積 8.2km2、平均河床勾配 1/7 の土石流危険渓流

である。大正 3 年には小赤沢集落で死者 10 名が出る土石流災害が発生している。昭和 38
年より堰堤の整備を集中的に実施し、現在では 27 基の堰堤が整備されている。最下流部

の小赤沢第 1 号砂防堰堤（堰堤番号 39）が昭和 39 年に竣工し、多くの堰堤が昭和 40 年

代に整備されたものである。 

 
堰堤群の状況 

 
（６）中津川床固工群（床固・渓流保全工番号24） 

 流路延長 5.7km の区間に床固 10 基、帯工 4 基などを設置する計画であり、平成 12 年着

工した工事である。現在は、第 1 期工事である床固工 3 基が完成している。 
 平成 25 年の出水により河床が低下しており、右岸の粗朶が露出している。 
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      建設中の床固工             右岸河床低下の状況 

 
 
引用 

1) 水山高久監修、森俊勇、坂口哲夫、井上公夫編著（2011）：日本の天然ダムと対応策、

古今書院、2011 
2) 国土交通省湯沢砂防工事事務所（2000）：湯沢砂防管内とその周辺の土砂災害 
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5) 平成 27 年 12 月 10 日／平成 28 年 3月 2日：神奈川県 

 
12 月 10 日と 3 月 2 日の 2 回にわたり，神奈川県および林野庁関東森林管理局東京神奈

川森林管理署の案内のもと，教員 1 名と院生 2 名が神奈川県丹沢地域の世附川流域の現地

調査を行った． 
12 月調査では金山沢・水ノ木沢を，3 月調査では大又沢の調査を実施した． 
丹沢地域においては，関東大震災で多数の崩壊地が生じ流域が荒廃したことから，土砂

災害を防止・軽減するための砂防工事と治山工事が昭和初期に重点的に実施されており，

これらの堰堤では諸戸北郎博士らが撮影した所蔵写真が残っていることから，堰堤の現況

について確認した．現地調査では，竣工後 80 年以上経過した現在にあっても立派に効果を

発揮していること，下流部法勾配，袖部形状などを確認した．また，諸戸博士が「砂防」（砂

防協会発刊）に記している現地調査時の水ノ木休泊所が現存していることを確認した． 
 

  
金山沢 7 号堰堤での下流法勾配計測        水ノ木沢 2 号堰堤 

  
法行沢（大又沢支渓）2 号堰堤袖部形状確認      水ノ木（世附）休泊所 
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6) 平成 28 年 2 月 16 日・17 日：富士砂防事務所管内（静岡県） 

 
2 月 16 日・17 日に教員 1 名と院生 2 名が富士砂防事務所管内の現地調査を行った． 
富士山の南西麓に位置する大沢崩れでは活発に崩壊が進んでいるとともに，山麓地域で

は古くから雪代（ゆきしろ）と呼ばれるスラッシュ雪崩や土石流による被害が発生してい

る．昭和 44年より富士山直轄砂防事業が実施されている地区において，扇状地対策の状況，

岩樋観測所における監視体制，流出した土砂の周囲での利用状況などに関して調査を行っ

た． 
また，国道 1 号，東名高速道路，東海道本線といった重要な交通網が集中しており，大

規模な地すべり地形が確認されている静岡市清水区の由比地区における地すべり対策工事

状況の調査を行った． 
 

  
大沢川第 5 上流床固（H21 竣工）          岩樋観測所 

  
由比地区の重要交通網      由比地区・大久保排水トンネル（H25 竣工） 
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7) 平成 28 年 2 月 22 日～24 日：三宅島 

 
2 月 22 日～24 日に教員 1 名と院生 6 名が三宅島での噴火時の対応状況や，噴火後に整備

された堰堤の設計・施工上の工夫について現地調査を行った． 
三宅島では昭和 58 年の噴火により溶岩流などが発生し，平成 12 年の噴火では降灰に起

因する泥流・土石流が発生し，また火山ガス（SO2）の放出が続いているため，5 年間にわ

たって全島避難が実施された．噴火後の概ね 5 ヶ年で 51 基の堰堤が整備された．全島避難

中に施工されたことから SO2 から作業員を守るための排ガス装置付きの宿泊施設（クリー

ンハウス）を設けた上で整備を行ったほか，砂防施設は SO2 による腐食対策が実施されて

いた． 
 

  
昭和 58 年噴火でできた日鼻新山   昭和 58 年噴火時の溶岩で埋没した小中学校 

  
平成 12 年噴火で生成された雄山南麓     平成 12 年噴火後に施工された 

ガリ侵食と防止工           厚木沢堰堤（坪田地区） 
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8) 平成 28 年 2 月 28 日～3月 1日：広島県 

 
2 月 28 日～3 月 1 日に教員 1 名と院生 4 名が広島県内の現地調査を行った． 
広島市においては平成 11 年に死者・行方不明者 32 名，平成 26 年に死者 74 名となる甚

大な土石流等災害が発生した．これらの災害は「土砂災害警戒区域等における土砂災害防

止対策の推進に関する法律（土砂災害防止法）」の制定・改正の契機となった．これらの災

害発生箇所における再度災害防止に向けた工事の状況や災害後に進められたソフト対策の

状況について調査を行った．平成 11 年災害の後においては，堰堤工のほか，谷出口からの

沈砂地の整備も実施された．平成 26 年災害を踏まえた対策では，砂防ソイルセメントによ

る施工が行われていた． 
あわせて，宮島の白糸川では景観との調和を保った施工がなされていた．また，福山市

内における歴史的砂留工について，設計思想や施工上の工夫などについて調査を行った．

砂留群の中でも最大の規模である 6 番砂留は，天保 6 年（1835）年に施工した記録があり，

その後明治 15 年（1882）年に嵩上げ石積みが実施され，昭和 52 年には堆砂敷を利用して

庭園風の石組としており，現在でもその機能を発揮している． 
 

  
安川左支川堰堤・沈砂地      砂防ソイルセメントを用いた堰堤施工 

  
白糸川 2 号堰堤（宮島）           堂々川 6 番砂留 
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(2) 海外 

1)平成 27 年 9 月 6日～20 日：フランス・イタリア・スイス・オーストリア 

 

9 月 6 日～20 日に，教員 1 名と院生 1 名，修了生 1 名と共同で欧州 4 か国における調査

を行った．日本の近代砂防に大きな影響を与えたヨーロッパの砂防の歴史と現在の状況を

把握するため，平成 24 年度より過去 3 回にわたり欧州調査を実施している． 
今回はこれらに引き続く一連の調査として，フランスでのグルノーブル近郊渓流とオー

ト・サボア県の砂防施設調査，イタリアではトスカーナ州とエミリア・ロマーナ州の砂防

施設調査並びにアメリゴ・ホーフマン（東京帝国大学砂防教室外国人教師）と諸戸博士の

交友事情調査，スイスではルッツェルン及びブリエンツ両市近郊の荒廃渓流の砂防施設調

査，オーストリアではニーデル・オーストタイヒ州砂防施設調査並びに BOKU 大学教授協

力のもと諸戸博士関連調査を実施した． 
フランスではロイズ渓谷でフランス国内でも最も古い堰堤を調査し，オート・サボアの

グレアッツ渓でフランス砂防の三大偉人の一人であるベルナール氏指導の堰堤を見ること

が出来たこと，イタリアではアメリゴ・ホーフマンの孫 2 人に面会しホフマンと日本との

関係，ホフマン自身の生涯，諸戸博士との交友等について多くの情報を得ることが出来た

こと，スイスでは典型的なスイス砂防工事を行っているランバッハ渓を上流から下流まで

調査でき，ベルン大学で日本の砂防事情を紹介する機会を持てたこと，またオーストリア

では BOKU 大学のヒューブル教授から明治時代から大正時代にかけての日本人留学者の情

報の他にワングやホフマンの情報を得ることが出来たことは特筆できる． 
 

 
フランス・Griaz 左支渓（写真左：1895 年当時（irstea 提供）／写真右：2015 年） 
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フランス・高速道路の上を渡る流路   イタリア・フィレンツェ農林大学にて 

  
イタリア・Corsalone 渓の底部が抜けた堰堤   スイス・Steinibach のアーチ堰堤 

  
スイス・Glyssibach の流路工      スイス・Glyssibach の透過型堰堤 

  
オーストリア・Reisbachriengraben（左：下流の木製堰堤／右：上流の透過型堰堤） 

 

─ 95 ─



96 
 

2)平成 28 年 3 月 14 日～16 日：インドネシア 

 
3 月 14 日～16 日に教員 1 名と院生 3 名でインドネシア国における調査を行った． 
筑波大学大学院生命環境科学研究科とインドネシア国のガジャ・マダ大学（Universitas 

Gadjah Mada：UGM）工学部との間で国際学術交流協定が締結されており，本調査にあた

っては UGM 教授の Djoko Legono 博士のグループに現地の案内をしていただいた． 
ジャワ島中部のメラピ火山はインドネシアで最も活発な火山であり，その火山活動状況

や土砂移動状況について現地調査を行うとともに，最終日には UGM でミニセミナーを実

施し，UGM と当講座の研究・技術の成果について意見交換を実施したほか，以下の演題に

て日本の土砂災害対策に関する紹介を行った． 
 
ミニセミナーの発表演題（当講座関係分） 
西本 晴男：SABO Works (Torrent Control Works) in Japan 
阿部 拓実：Debris flow disaster in 2014 in Nagiso town of Nagano prefecture 
江藤稚佳子：Volcanic Eruption of Mt. Ontake in 2014 and Emergency Countermeasures 

against Sediment Disaster 
吉田 喜高：Outline of Tateyama Sabo works in Toyama prefecture 

  
Batu Alien よりメラピ火山を望む        GED1 Check Dam 

  
  UGM でのミニセミナー        ミニセミナー終了後の集合写真 
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2.3.4 国際会議 

 
第 6 回国際土石流災害防止会議 
1．会議の概要 
平成 27 年 6 月 22 日（月）から 6 月 25 日（木）に茨城県つくば市のつくば国際会議場（エ

ポカルつくば）において、「第 6 回国際土石流災害防止会議(6th International Conference of 
Debris-Flow Hazard Mitigation: Mechanics、 Prediction、 and Assessment)」が開催さ

れ、南北アメリカ、ヨーロッパ、オセアニア、アジアなど 17 ヶ国から 65 名、日本国内か

ら 109名の合計で 174名の土石流災害防止に携わる研究者と技術者が参加した。6月 26（木）

と 27 日（金）には、日光方面と富士山、箱根方面への視察旅行が行われ、それぞれ 16 名、

43 名が参加した。 
本会議は、土石流に関する適切かつ持続的なリスク軽減のための研究の推進に資するこ

と並びに土石流に係る研究者や技術者間の国際レベルにおける交流と協力を推し進めるこ

とを目的とするもので、これまで 1997 年にサンフランシスコ（USA）、2000 年に台北（台

湾）、2003 年にダボス（スイス）、2007 年に成都（中国）、2011 年にパドバ（イタリア）で

開催されている。 
 
2．開催主体等 
会議の主催・共催および後援は以下のとおりである。 

【主催】 
・第６回国際土石流災害防止会議実行委員会（The organizing committee of the 6th 
International Conference on Debris Flow Hazards Mitigation: LOC） 
・国際土石流災害防止会議委員会（International Organizing Committees: IOC） 
【共催】 
・（公社）砂防学会 
・筑波大学 
【後援】 
・国土交通省 
・（公社） 土木学会、日本地形学連合 
・（一社）国際砂防協会 
・（一社）全国治水砂防協会 
・（一財）砂防・地すべり技術センター 
・（一財）砂防フロンティア整備推進機構 
・（一財）防災研究協会 
・International Association of Hydrological、Sciences International Union of Forest 

Research Organizations、International Erosion Control Association 
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3．会議の内容 
 会議は表１のスケジュールで実施した。開会式では LOC 委員長の西本晴男（筑波大学大

学院教授）と IOC 代表の Dr.Timothy Davies（ニュージランド・カンタベリー大学教授）

の開会挨拶に続き、江面 浩（筑波大学大学院生命環境科学研究科長）、石川芳治（砂防学

会会長）、大野宏之（国土交通省砂防部長）の 3 名から祝辞をいただいた。 
続いて、基調講演として以下の 6 名の研究者から発表が行われた。 
Dr. Yoshifumi Satofuka（立命館大学理工学研究科、日本） 
Dr. Richard M. Iverson （United States Geological Survey、米国） 
Dr. Jon Major （United States Geological Survey、米国） 
Dr. Dieter Rickenmann（Swiss Federal Institute for Forest、 Snow and Landscape 

Research WSL、スイス 
Dr. Peng Cui（Institute of Mountain Hazards & Environment、 Chinese Academy of 

Sciences、中国） 
Dr. Chjeng-Lun Shieh（National Chen Kung University、台湾） 

 
                   表１ 会議スケジュール 

      午 前 午 後 
22 日(月) 
8:30-17:20 

受付 
開会式、 
基調講演 

基調講演 
口頭発表 
Welcome Party 

23 日(火) 
9:00-17:50 

口頭発表 ポスター発表コア

タイム、口頭発表 
24 日(水) 
9:00-17:50 

口頭発表 ポスター発表コア

タイム、口頭発表 
25 日(木) 
9:00-12:50 

口頭発表、閉会式  

26 日(金) 現地見学会 
27 日(土) 現地見学会 

 
4．論文発表 
今回の会議では、論文発表の方法について従来と異なる進行方法をとり、基調講演 6 件

をはじめとし、土石流の発生・流下・堆積メカニズム、土石流数値シミュレーション、土

石流モニタリング・警戒システム、土石流危険度評価、土石流対策などの 7 つの Topics に

ついて口頭発表 29、ポスター発表 61 の計 90 件の発表が行われた．口頭発表では Website
で Draft Paper を事前公開するとともに、発表は 1 件あたり 30 分の時間を確保し、ポスタ

ー発表では 2 日間にわたって各 90 分のコアタイム設けたことにより、それぞれのセッショ
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ンで十分な議論を行うことができ、参加者には好評であった。 
なお、口頭発表論文については編集委員会により会議後査読を行い、Japan Society of 

Erosion Control Engineering の International Journal of Erosion Control Engineering 
(IJECE) に掲載する予定となっている。  
 
5．現地見学会 
〈一日コース〉  

6 月 26 日（金）：日光砂防管内（稲荷川砂防事業、東照宮、華厳滝等） 
〈二日コース〉  

6 月 26 日（金）～27 日（土）：富士砂防管内、箱根火山砂防（西湖、白糸の滝、大沢扇

状地砂防事業、箱根火山、須沢砂防事業、彫刻の森美術館等） 
 
会議風景 

会場（つくば国際会議場） 開会式 

江面研究科長挨拶 参加者集合写真 
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口頭発表 ポスター発表 

エクスカーション（１日コース）
日光市稲荷川 

エクスカーション（２日コース）
箱根町須佐波 
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2.4 社会連携活動 
 
2.4.1 環境防災セミナー 

環境防災セミナーは、環境防災に関わる諸問題について理解を深めるため、専門家・実

務家を招聘して開催した。平成 26 年度の環境防災セミナーは、環境科学専攻の院生をはじ

め、他専攻・他研究科の院生、学類生、教職員、一般市民を聴講対象として行った。 
 
第 1 回 
日 時：平成 27 年 5 月 11 日（月）13:45～15:00 
会 場：環境防災研究棟 203 講義室 
講演名：「ふるさとをまもる」   
講 師：田村 公平氏（元 参議院議員） 
    参加者：14 名  
 
第 2 回 
日 時：平成 27 年 7 月 17 日（金）9：00～12：00 
会 場：環境防災研究棟 203 講義室 
講演名：立山砂防の世界遺産に向けた取り組み  
講 師：林 正之 氏 （富山県土木部長） 
参加者：9 名 
 
第 3 回 
日 時：平成 27 年 7 月 24 日（金）9：00～12：00 
会 場：環境防災研究棟 203 講義室 
講演名：ネパールの自然・文化と防災  
講 師：石黒 久 氏 （丸新志鷹建設株式会社ネパール支店顧問・元大成建設

国際支店） 
参加者：14 名 
 
第 4 回 
日 時：平成 27 年 12 月 11 日（金）13：45～15：00 
会 場：環境防災研究棟 203 講義室 
講演名：防災教育の課題と方策 －防災教育の現状と課題－  
講 師：北 俊夫 氏 （国士舘大学 体育学部 こどもスポーツ教育学科 教授） 
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第 5 回 
日 時：平成 27 年 12 月 18 日（金）12:15～13:30 
会 場：環境防災研究棟 203 講義室 
講演名：防災教育の課題と方策 －今後の防災教育の方向性－  
講 師：北 俊夫 氏 （国士舘大学 体育学部 こどもスポーツ教育学科 教授） 
参加者：21 名 
 
第 6 回 
日 時：平成 27 年 12 月 18 日（金）15:15～16:30 
会 場：環境防災研究棟 203 講義室 
講演名：住民主役の土砂災害警戒避難 
講 師：原田 照美 氏 （広島市自主防災会連合会 顧問） 
参加者：8 名 
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2.4.2 各種委員会等 

平成 27 年度は、環境防災学講座の常勤教職員が委嘱を受け 7 件の講演・委員会等に出席

した。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

月日 氏名 依頼元 依頼内容 
H23.8.12～ 西本晴男 特定非営利活動法人

防災情報研究所 
理事 

H25.1.15 ～

H27.6.30  
西本晴男 第 6 回国際土石流災

害防止会議準備委員

会 

第6回国際土石流災害防止会議実行

委員長 

H26.2.18～ 西本晴男 富山県土木部 立山砂防の世界的評価に関する有

識者会議委員 
H26.5.29～ 西本晴男 (公社)砂防学会 監事 
H27.4.1～ 秋山一弥 (公社)日本地すべり学

会 
監事 

H27.6.2 ～

8.4 
秋山一弥 茨城県 県民大学講座「地形災害を予測す

る」の講座で講演（９回） 
H28.2.12 西本晴男 富山県斜面防災技術

協会 
「立山砂防と欧州砂防事情」と題し

た講演 
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2.5 広報活動 
2.5.1 ホームページ 

 
環境防災学講座のホームページでは、環境科学専攻及び持続環境学専攻のホームページ

のもとに開設されており、活動レポートなどの更新を行った。 
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更新履歴 

2016.02.16 研究成果を更新しました。 
2016.01.18 平成 27 年度の活動レポートを更新しました。 
2016.01.08 平成 27 年度の活動レポートを更新しました。 
2015.11.25    12 月 11 日（金）に第 4 回、12 月 18 日（金）に 第 5 回、第 6 回の環  
境防災セミナーを開催します。 

2015.07.22 平成 27 年度の活動レポートを更新しました。 
2015.05.31 平成 27 年度の活動レポートを更新しました。 
2015.04.22 平成 27 年度の活動レポートを更新しました。 
2015.04.22 5 月 11 日（月）に平成 27 年度第 1 回環境防災セミナーを開催します。。 
2015.04.22 研究室を更新しました。 
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2.5.2 メデイアでの情報発信 

 
１）砂防と治水（2015.8）の砂防技術者の育成に関する特集に関して、当講座の西本教授

の「筑波大学における社会人を対象とした砂防人材育成の取り組みについて」と題した寄

稿が掲載された。 
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2)  斜面防災対策技術協会富山支部講演会（平成 28 年 2 月 12 日） 
平成 28 年 2 月 12 日（金）に富山県斜面防災技術協会主催の講演会で、西本晴男教 

授が「立山砂防と欧州砂防事情」と題して講演を行い、北日本新聞に講演の様子が掲載さ

れた。 
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北日本新聞（2016 年 2 月 13 日）の記事 
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３．研究成果 
 
（１）著 書 ............................................................................................................ 115 
（２）原 著 論 文 ........................................................................................................... 117 
（３）国 際 会 議 ........................................................................................................... 118 
（４）国 内 学 会 ........................................................................................................... 120 
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（１）著書 
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執筆者紹介 第Ⅳ章－１ 
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 （２）原著論文（砂防学会） 
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 （３）国際会議（第６回国際土石流災害防止会議）
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（４）国内学会（砂防学会） 
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